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諸外国等の商標法・条約における「商標」につい

 

 

○米国連邦商標法第４５条 

商標：「商標」の語は、言語、名称、シンボル若しくは図形又はその組

(1)ある者によって使用され、又は、(2)ある者が取引上使用する善意

かつ、本法律により設けられた主登録簿への登録を出願しており、そ

の製品を含む商品を他人が製造又は販売するものから識別し又は区別

その出所が知られていない場合でもその商品の出所を表示するものを

（Service mark も同様の定義） 

 

○欧州共同体商標規則第４条（共同体商標を構成することができる標識

共同体商標は、写実的に表現できる標識、特に、個人の名前を含む語

数字、商品の形状又はその包装により構成することができる。ただし

が、ある企業の商品又はサービスと他の企業のそれとを識別すること

ある場合に限る。 

 

 

○英国商標法第１条 

(1) 本法において「商標」とは，写実的に表現することができるすべ

て，ある事業の商品又はサービスを他の事業の商品又はサービスか

ができるものをいう。 特に，商標は，語(個人の名称を含む。)，

字又は商品の形状若しくはその包装からなることができる。  

(2) 本法において商標というときは，団体商標(第 49 条参照)又は証

参照)を含む。ただし，文脈上別段の解釈を必要とする場合は，こ

 

○ドイツ商標法第３条 

 商標として保護することができる標識 

[1] 如何なる標識も，特に個人名を含む語，図案，文字，数字，音響

くはその包装その他梱包の形状を含む立体形状，色彩及び色彩の組

ものであって，ある事業に係る商品又はサービスを他の事業に係る

スから識別することができるものは，商標として保護することがで

[2] 次の形状のみからなる標識は，商標として保護することができな

(1) 商品自体の性質に由来する形状 

(2) 技術的結果を得るために必要とされる形状，又は 

(3) 商品に実質的価値を与える形状 

 

○フランス知的財産法第L711 条 1 

商標又はサービスマークとは，自然人又は法人の商品又はサービスを

立つ，写実的な表示が可能な標識である。 

次に掲げるものは，そのような標識を構成することができる。 

(a) あらゆる形態の名称。例えば，語，語の組合せ，姓，地名，筆名

略語 

(b) 聴覚的標識。例えば音，楽句 

(c) 形象的標識。例えば図案，ラベル，印章，織端，浮き彫り，ホロ

合成形象。形状，特に製品若しくは包装の形状又はサービスを特
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彩の配置，組合せ又は色合い 

 

○韓国商標法第２条(定義)  

1.“商標”とは、商品を生産・加工・証明又は販売することを業として営為する者が

自己の業務に関連した商品を他人の商品と識別されるようにするために使用する

次の各目のいずれか 1つに該当するもの(以下、“標章”という。)をいう。  

イ.記号・文字・図形・立体的形状・色彩・ホログラム・動作又はこれらを結合し

たもの 

ロ.その他視覚的に認識することができるもの 

 

○台湾商標法第５条 

商標は、文字、標識、記号、色彩、音響、立体形状又はそれらの組合せによって構成

することができる。 

前段落に定義した商標は、それに係わる商品又はサービスの消費者が、当該商品又は

サービスを同定するものとしてそれを認識し、かつ、当該商品又はサービスを他の者

が提供するものから区別するのに十分な識別性を有するものでなければならない。 

 

○豪州商標法第６条（定義） 

「標識」は、文字、語、名称、署名、数字、図形、ブランド、標題、ラベル、チケッ

ト、包装の外観、形状、色彩、音若しくは香り、又はそれらの結合を含む。 

「商標」は、第１７条において規定される意味を有する。 

 

同第１７条（商標とは何か） 

「商標」は、ある者が業として取引又は提供する商品又はサービスを、他人が業

として取引又は提供する商品又はサービスから識別するために使用する、又は使

用することを予定している標識である。 

同第４０条（視覚的に表現することができない商標） 

商標登録出願は、その商標が写実的に表現することができないものである場合は、

拒絶しなければならない。 

 

○パリ条約第６条の５ 

Ａ(1) 本国において正規に登録された商標は、この条で特に規定する場合を除くほか、

他の同盟国においても、そのままその登録を認められかつ保護される。当該他の

同盟国は、確定的な登録をする前に、本国における登録の証明書で権限のある当

局が交付したものを提出させることができる。その証明書には、いかなる公証を

も必要としない。 

Ｂこの条に規定する商標は、次の場合を除くほか、その登録を拒絶され又は無効とさ

れることはない。もつとも、第十条の二の規定の適用は、妨げられない。 

１ 当該商標が、保護が要求される国における第三者の既得権を害するようなも

のである場合 

２ 当該商標が、識別性を有しないものである場合又は商品の種類、品質、数量、

用途、価格、原産地若しくは生産の時期を示すため取引上使用されることが

ある記号若しくは表示のみをもつて、若しくは保護が要求される国の取引上

の通用語において若しくはその国の公正なかつ確立した商慣習において常用

されるようになつている記号若しくは表示のみをもつて構成されたものであ

る場合 

３ 当該商標が、道徳又は公の秩序に反するもの、特に、公衆を欺くようなもの
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である場合。ただし、商標に関する法令の規定（公の秩序に関するものを除

く。）に適合しないことを唯一の理由として、当該商標を公の秩序に反するも

のと認めてはならない。 

 

○ＴＲＩＰＳ協定第１５条（保護の対象） 

１ ある事業に係る商品若しくはサービスを他の事業に係る商品若しくはサービス

から識別することができる標識又はその組合せは、商標とすることができるものと

する。その標識、特に単語（人名を含む。）、文字、数字、図形及び色の組合せ並び

にこれらの標識の組合せは、商標として登録することがきるものとする。標識自体

によっては関連する商品又はサービスを識別することができない場合には、加盟国

は、使用によって獲得された識別性を商標の登録要件とすることができる。加盟国

は、標識を視覚によって認識することができることを登録の条件として要求するこ

とができる。 

  

○商標法条約第２条（この条約が適用される標章） 

(1) ［標章の本質］ 

(a) この条約は、視認することができる標識によって構成される標章について適

用する。ただし、立体標章については、その登録を認める締約国のみが当該

標章についてこの条約を適用する義務を負う。 

(b) この条約は、ホログラム標章及び視認することができる標識によって構成さ

れない標章（特に、音響標章及びにおいの標章）については適用しない。 

(2)   ＜以下省略＞ 

 

○シンガポール条約第２条（この条約が適用される標章） 

(1) ［標章の本質］ 

締約国は、その国内法令に従い、商標として登録できる標章にこの条約を適用する。 

 

シンガポール条約 第３規則 出願に関する細目 

(5)[ホログラム標章、動き標章、色彩標章、位置標章] 

当該標章がホログラム標章、動き標章、色彩標章、位置標章である旨の陳述

が願書に記載される場合には、締約国は、自国の法令の定めにより、当該標

章の一通又は二通以上の複製(reproductions)及び当該標章に関する詳細を

要求することができる。 

 

(6)[視認することができない標識によって構成される標章] 

標章が視認することができない標識によって構成されている旨の陳述が願書

に記載されている場合には、締約国は自国の法令の定めにより、当該標章の

一通又は二通以上の表現(representations)、当該標章の種類の表示

(indication)及び当該標章に関する詳細を要求することができる。 
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参考資料２ 

我が国の法制における商品又は役務の保護範囲 

 

商標法 不正競争防止法  

通常商標 防護標章 
周知表示混同惹起

（２条１項１号）

著名表示冒用 

（２条１項２号） 

登録の要否 
○ 

（必要） 

○ 

（必要） 

－ 

（不要） 

－ 

（不要） 

周知・著名性 
－ 

（不要） 

需要者に間に 

広く認識 

（著名表示冒用 

と同程度） 

需要者の間に 

広く認識 

（防護標章 

より低い） 

著名 

（防護標章と同程度）

同一 ○ ○ ○ ○ 

商
標 

類似 ○ － ○ ○ 

同一 ○ ○ ○ ○ 商
品
・
役
務 類似 ○ － ○ ○ 

保
護
範
囲 

行為 使用 
混同が生じる 

おそれがある使用

使用し（又は譲渡等

し）他人の商品又は

営業と混同を生じ

させる行為 

使用（又は譲渡等）

（出典：「著名商標に係る保護の拡大等に関する調査研究報告書」（平成 20 年 3月 財団法人知的財産研究所）） 
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参考資料３ 

各国等における著名商標の保護に関する規定 

 
＊以下の各条文（訳文）は、「米国連邦商標法第 43 条(c)」を除き、特許庁ホームページ中の「外国産業財

産権制度情報」から引用。 

（http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm） 

＊「米国連邦商標法第 43 条(c)」については、2006 年の改正後の米国連邦商標法（出典：「各国における

商標権侵害行為類型に関する調査研究報告書」（平成 19 年 3月 財団法人知的財産研究所））から引用。 

 

○米国＜米国連邦商標法＞ 

第 32 条 救済措置；侵害；善意の侵害者 

(1) 登録人の同意を得ないで次のことをする者は何人も，登録人の提起する民

事訴訟において次に規定する救済措置の責に服する。(b)の規定により，登録人

は，模造(imitation)が混同を生じさせ，誤認させ又は欺罔するために使用され

るものであることを知りながら当該行為が犯されたものでない限り，利益又は

損害の回復をすることができない。 

(a) ある登録標章の複製，偽造(counterfeit)，写し又はもっともらしい模造を

商品若しくはサービスの販売，販売の申出，頒布又は広告に関連して取引上使

用することであって，かかる使用が混同を生じさせ，誤認を生じさせ又は人を

欺罔する虞のある使用 

(b) ある登録標章を複製し，偽造し，写し取り又はもっともらしく模造し，か

つ，その複製，偽造，写し又はもっともらしい模造を商品若しくはサービスの

販売，販売の申出，頒布又は広告に若しくはこれらの行為に関連して取引上使

用しようとするラベル，看板，印刷物，包装，表装，容器，又は広告に使用す

ることであって，かかる使用が混同を生じさせ，誤認を生じさせ又は人を欺罔

する虞のある使用 

（以下、省略） 

 

第 43 条(c) 不鮮明化による稀釈化(dilution by blurring)、汚染による稀釈

化(dilution by tarnishment) 

(1) 差止めによる救済 本来的な又は獲得された識別力を有する著名標章の保

有者は、標章又はトレードネームの通商における使用であって、その著名標章

の不鮮明化による稀釈化又は汚染による稀釈化を生ずるおそれのあるものを、

その標章が著名となった後に開始した他人に対し、現実の混同若しくは混同の

おそれの有無、競争関係の有無又は現実の経済的損害の有無にかかわりなく、

衡平の原則に従い、差止めを求める権利を有する。 

(2) 定義 

(A) パラグラフ(1)にいう著名とは、その標章の保有者の商品又は役務の出所識

別標章として、合衆国の一般需要者に広く認識されていることをいう。標章が
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必要な認知を得ているかどうかの認定において、裁判所は以下に掲げる要素を

含む、関連するあらゆる要素を考慮することができる。 

(i) 保有者又は第三者による、その標章の広告宣伝の期間、程度及び地理的範

囲 

(ii) その標章の使用される商品又は役務の販売の量、規模及び地理的範囲 

(iii) その標章が現実に認知されている範囲 

(iv) 1881 年３月３日の法律若しくは 1905 年２月 20 日の法律による、又は主

登録簿における、その標章の登録の有無 

(B) パラグラフ(1)にいう「不鮮明化による稀釈化」とは、標章又はトレードネ

ームと著名標章との類似により惹起される連想であって、その著名標章の識別

力を損なうものをいう。標章又はトレードネームが不鮮明化による稀釈化を惹

起するおそれの有無の判断に当たって、裁判所は次に掲げるものを含む、関連

するあらゆる要素を考慮することができる。 

(i) その著名標章と、標章又はトレードネームとの類似の程度 

(ii) その著名標章の本来的な又は獲得された識別力の程度 

(iii) その著名標章の保有者による、その標章の実質的に排他的な使用の程度 

(iv) その著名標章の認知度 

(v) 標章又はトレードネームを使用する者の、その著名標章を想起させる意図

の有無 

(vi) その著名標章と、標章又はトレードネームとの間に現実に生じるあらゆる

連想 

(C) パラグラフ(1)にいう「汚染による稀釈化」とは、標章又はトレードネーム

と著名標章との類似により惹起される連想であって、その著名標章の名声を害

するものをいう。 

(3) 例外 次に掲げるものは、本項の下で、不鮮明化による稀釈化又は汚染に

よる稀釈化として争うことができない。 

(A) 他人が著名標章をその他人の商品又は役務の出所識別標章以外として使用

する行為であって、固有名詞としての若しくは記述的な公正使用又はその公正

使用の補助を含むあらゆる公正使用であって、次に掲げるものを含む。 

(i) 需要者が商品又は役務の比較することを可能ならしめる広告若しくは販売

促進活動、又は 

(ii) 著名標章保有者又は著名商標保有者の商品若しくは役務を特定した上で、

これについてのパロディー、批判又は論評を行うこと 

(B) あらゆる形態のニュース報道及びニュース論評 

(C) 標識の非商業的使用 

(4) 証明責任 本法の下でするトレードドレスの稀釈化に関する民事訴訟にお
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いて、トレードドレス(trade dress)が主登録簿に登録されていないときは、ト

レードドレスの保護を求める者は、次に掲げる事項について証明しなければな

らない。 

(A) そのトレードドレスが、全体として、機能的ではなく、かつ著名であるこ

と、及び 

(B) そのトレードドレスが主登録簿に登録されている標章を一つ以上含むもの

である場合は、その登録されていない部分が、全体として、その登録標章の周

知度とは別個独立に著名であること 

(5) その他の救済 本項の下でする訴訟において、著名標章保有者は、第 34 条

の規定する、差止めによる救済を得るものとする。著名標章保有者は、次に掲

げる場合は、裁判所の裁量及び衡平の原則に基づいて、第 35 条(a)及び第 36 条

の規定する救済を得ることができる。 

(A) 不鮮明化による稀釈化又は汚染による稀釈化を惹起するおそれのある標章

又はトレードネームが、Trademark Dilution Revision Act の制定日［2006 年

10 月６日］より後に、差止めを求められている者により通商における使用が開

始されたものであって、かつ 

(B) 本項の下でする請求が、次のいずれかに該当する場合。 

(i) 不鮮明化による稀釈化を理由とする請求の場合は、差止めを求められてい

る者が、著名標章の知名度を利用する意図を有していたこと 

(ii) 汚染による稀釈化を理由とする請求の場合は、差止めを求められている者

が、著名標章の名声を害する意図を有していたこと 

（(6)、(7)省略） 

 

○欧州共同体（ＣＴＭ）＜欧州共同体商標規則＞ 

第 9条 共同体商標により与えられる権利 

(1) 共同体商標は，その所有者にその商標についての排他的権利を与える。所

有者は，自己の同意を得ないで全ての第三者が次に掲げる標識を取引上使用す

ることを阻止する権利を有する。 

(a) 共同体商標が登録されている商品又はサービスと同一の商品又はサービス

について共同体商標と同一の標識 

(b) 共同体商標と当該標識との同一性又は類似性並びに共同体商標及びその標

識に包含される商品又はサービスの同一性又は類似性のために，公衆の側に混

同を生じる虞がある場合は，その標識。この場合の混同の虞には，その標識と

商標との間に関連の虞があるときを含む。 

(c) 共同体商標が共同体において名声を得ている場合であって，当該標識の正

当な理由のない使用が共同体商標の識別性若しくは名声を不正に利用し又は害
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するときは，共同体商標が登録されている商品又はサービスと類似しない商品

又はサービスに関する共同体商標と同一又は類似の標識 

（(2)、(3)省略） 

 

○英国＜商標法＞ 

第 10 条 登録商標の侵害 

(1) 商標が登録されている商品又はサービスと同一の商品又はサービスについ

てその商標と同一の標識を取引上使用する者は，当該登録商標を侵害するもの

とされる。 

(2) 次の何れかの理由により，登録商標を連想させる虞を含め，公衆の側に混

同を生じさせる虞がある場合は，次の標識を取引上使用する者は，当該登録商

標を侵害するものとされる。 

(a) 登録商標と同一の標識を，当該商標が登録されている商品又はサービスに

類似する商品又はサービスについて使用すること，又は 

(b) 登録商標に類似する標識を，当該商標が登録されている商品又はサービス

と同一又は類似の商品又はサービスについて使用すること 

(3) 登録商標が連合王国において名声を得ており，かつ，正当な理由なく次の

標識を使用することが当該商標の識別性又は名声を不正に利用し又は害する場

合は，当該標識を商品又はサービスについて取引上使用する者は，当該商標を

侵害するものとされる。 

(a) 当該商標と同一又は類似の標識であって， 

(b) 当該商標が登録されている商品又はサービスに類似しない商品又はサービ

スについて使用されるもの 

（(4)、(5)省略） 

(6) 本条の如何なる規定も，所有者又は使用権者の商品又はサービスとしてそ

れを特定する目的で他人が登録商標を使用することを妨げるものと解してはな

らない。 

ただし，正当な理由のない使用が登録商標の識別性又は名声を不正に利用し又

は害するものである場合は，工業上又は商業上の誠実な慣習に従った使用以外

の如何なる使用も，当該商標を侵害するものとみなされる。 

 

○ドイツ＜商標法＞ 

第 14 条 商標の所有者の排他的権利；差止命令による救済；損害賠償 

[1] 第 4 条の規定に基づいて商標の保護を取得することにより，その商標の所

有者には，その商標について排他的権利が与えられるものとする。 

[2] 第三者は，商標の所有者の同意を得ないで次の標識を取引上使用すること
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を禁止されるものとする。 

(1) 商標が保護されている商品又はサービスと同一の商品又はサービスについ

て，当該商標と同一の標識 

(2) 標識と商標との同一性又は類似性並びにその商標及び標識が対象とする商

品又はサービスの同一性又は類似性のために，その標識と商標が関連があるも

のと思わせる虞を含め，公衆の側に混同を生じさせる虞がある場合における当

該標識 

(3) 保護商標の対象である商品又はサービスと類似しない商品又はサービスに

ついて使用される当該商標と同一若しくは類似する標識の場合で，当該商標が

ドイツ連邦共和国において名声を得ており，かつ，正当な理由なくこのような

標識を使用することが当該商標の識別性又は名声を不正に利用し又は害するも

のであるときにおける当該標識 

（[3]～[7]省略） 

 

○フランス＜知的財産法＞ 

第 L713 条 3 

次に掲げるものは，公衆に混同を生じさせる虞がある場合は，所有者の許可

がない限り禁止される。 

(a) 登録において指定されている商品若しくはサービスと類似のものについて，

標章を複製，使用若しくは貼付すること，及び複製された標章を使用すること 

(b) 登録において指定されている商品又はサービスと同一又は類似のものにつ

いて，標章を模造すること，及び模造標章を使用すること 

 

第 L713 条 5 

名声を享受している標章を，登録において指定されたものと類似しない商品

又はサービスに対して使用する者は，当該使用が標章の所有者に対して害をな

す虞がある場合，又は当該使用が標章についての不当な利用に当たる場合は，

民事法上の責任を有するものとする。 

前段落の規定は，前記の工業所有権の保護に関するパリ条約第 6 条の 2 の意

味において周知である標章の使用に適用される。 

 

○豪州＜商標法＞ 

第 120 条 どのような場合に登録商標が侵害されたことになるか 

(1) 何人も，ある登録商標と実質的に同一であるか又は欺瞞的に類似する標識

を，その商標の登録に係わる商品又はサービスに関して商標として使用した場

合は，当該登録商標を侵害する。 
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［注 1：「登録商標」については，第 6条参照］ 

［注 2：「欺瞞的に類似」については，第 10 条参照］ 

［注 3：更に，規則において，国際保護商標の効力について規定することができ

る。第 17A 部参照］ 

(2) 何人も，次に掲げる商品又はサービスに関して，ある登録商標と実質的に

同一であるか又は欺瞞的に類似する標識を商標として使用した場合は，当該登

録商標を侵害する。 

(a) 当該商標の登録に係わる商品(「登録商品」)と同種の商品，又は 

(b) 登録商品と密接に関係するサービス，又は 

(c) 当該商標の登録に係わるサービス(「登録サービス」)と同種のサービス，

又は 

(d) 登録サービスと密接に関係する商品 

ただし，その者が，自己による標識の使用が欺瞞又は混同を生じる虞がないこ

とを証明したときは，当該商標を侵害したものとはみなさない。 

［注 1：「登録商標」については，第 6条参照］ 

［注 2：「欺瞞的に類似」については，第 10 条参照］ 

［注 3：更に，規則において，国際保護商標の効力について規定することができ

る。第 17A 部参照］ 

(3) 何人も，次の場合は，登録商標を侵害する。 

(a) その商標がオーストラリアにおいて周知であり，かつ 

(b) その者が，その商標と実質的に同一であるか又は欺瞞的に類似する標識を

商標として， (i) その商標の登録に係わる商品(「登録商品」)と同種でない，

又はその商標の登録に係わるサービス(「登録サービス」)と密接に関係しない

商品(「無関係の商品」)，又は 

(ii) 登録サービスと同種でない，又は登録商品と密接に関係しないサービス

(「無関係のサービス」)， 

に関して使用し，かつ 

(c) その商標が周知であるために，当該標識が，無関係の商品又は無関係のサ

ービスと商標の登録所有者との間の関連を示すものとみなされる虞があり，か

つ 

(d) そのために，登録所有者の利害に悪影響が及ぶ虞がある場合 

［注 1：「登録商標」については，第 6条参照］ 

［注 2：「欺瞞的に類似」については，第 10 条参照］ 

［注 3：「オーストラリアにおいて周知」については，(4)参照］ 

［注 4：更に，規則において，国際保護商標の効力について規定することができ

る。第 17A 部参照］ 
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(4) (3)(a)の適用上，ある商標が「オーストラリアにおいて周知」であるか否

かを決定するときは，その商標の普及促進の結果であるかそれ以外の理由によ

るかを問わず，その商標が関連する公衆の分野において知られている程度を考

慮しなければならない。 

 

第 185 条 防護商標 

(1) ある登録商標が，その商標登録に係わる商品又はサービスの全部又は一部

に関して使用されてきた程度によって，その商標が他の商品又はサービスに関

して使用されたときに，当該他の商品又はサービスとその商標の登録所有者と

の間に関係があることを示すものとみなされる虞がある場合は，その商標は，

登録所有者が出願することにより，当該他の商品又はサービスの一部又は全部

に関して「防護商標」として登録することができる。 

［注：「登録商標」及び「登録所有者」については，第 6条参照］ 

(2) 商標は，その登録所有者が特定の商品又はサービスについてその商標を使

用していないか又は使用する意思を有していない場合であっても，当該商品又

はサービスに関して防護商標として登録を受けることができる。 

(3) 商標は，それが出願人の名義で特定の商品又はサービスに関して防護商標

以外の商標として既に登録されている場合であっても，当該商品又はサービス

に関して防護商標として登録を受けることができる。 

(4) 特定の商品又はサービスに関して防護商標として登録されている商標は，

後に，登録所有者の名義で同一の商品又はサービスに関する防護商標以外の商

標として登録を受けることができる。 

 

（参照条文） 
第 6条 定義 本法において，別異の意味が明らかでない限り， 
（略） 

登録商標に関して「登録所有者」とは，自己の名義で商標が登録されてい

る者をいう。 
「登録商標」とは，本法に基づいて登録簿にその明細が記入されている商
標をいう。 
（略） 
 
第 10 条 「欺瞞的に類似」の定義 
本法の適用上，商標が欺瞞又は混同を生じる虞がある程に他の商標に類似
している場合は，「欺瞞的に類似」するものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ニュージーランド＜商標法＞ 

第 89 条 同一又は類似の標識が業として使用された場合の侵害 

(1) ある者が登録商標を使用する権利を有さないで業として次の標識を使用し
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た場合は，その者は，登録商標を侵害する。 

(a) 商標の登録に係る何らかの商品又はサービスについての登録商標と同一の

標識，又は 

(b) 商標の登録に係る何らかの商品又はサービスに類似の商品又はサービスに

ついて登録商標と同一の標識であって，その使用が誤認若しくは混同を生じる

虞があるもの，又は 

(c) 商標の登録に係る何らかの商品又はサービスと同一若しくは類似の何らか

の商品又はサービスについて登録商標と類似の標識であって，その使用が誤認

若しくは混同を生じる虞があるもの，又は 

(d) 商標の登録に係る何らかの商品又はサービスと類似しない何らかの商品又

はサービスについて登録商標と同一若しくは類似の標識であって，当該商標が

ニュージーランドにおいて周知であり，かつ，当該標識の使用が当該商標の識

別性又は名声を不公正に利用し若しくはそれに有害であるもの 

（(2)、(3)省略） 

 

○台湾＜商標法＞ 

第 62 条 次に掲げる事情の何れかにおいて商標権所有者の同意が得られていな

いときは，商標権侵害が生じているものとみなす。 

(1) ある者が，他人の登録周知商標と同一又は類似の商標を故意に使用してい

るか，又は当該周知商標に含まれている語句を，その事業の主体又は出所を特

定する会社名，商号，ドメインネームその他の表示として使用し，そのため，

前記の周知商標の名声又は識別性を減殺している場合 

(2) ある者が，他人の登録周知商標と同一又は類似の商標を故意に使用してい

るか，又は当該周知商標に含まれている語句を，その事業の主体又は出所を特

定する会社名，商号，ドメインネームその他の表示として使用し，そのため，

その商品又はサービスの関係消費者に混同を生じさせている場合 
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参考資料４ 

登録商標の普通名称化を争点とした事例 

 

商標 判示事項要旨 

「瓦そば」 

平成 4年（行ケ）第 106

号 東京高等裁判所 

 

 

 

永年にわたり、権利行使がなされなかったことから、原告以

外の者により「瓦そば」の名称がそば料理あるいはそれをパ

ックした商品等に使用され、当該商品を表示するようにな

り、山口県川棚温泉の名物料理、商品を表示する名称として

周知、著名になったような本件の場合においては、その名称

は、自他商品識別機能を有しないものとなっているものであ

る。 

「うどんすき」 

平成 9年（行ケ）第 62

号 東京高等裁判所 

 

 

 

特定の商品に付された造語であっても、その語が長年使用さ

れることにより、取引者、需要者に商品の一般名称として認

識されるに至る場合があり、その場合には、その語は、普通

名称化したと認めざるを得ず、「うどんすき」の文字は、取

引者、需要者に「うどんを主材料として魚介類、鶏肉、野菜

類等の各種の具を合わせて食べる鍋料理」の一般的名称とし

て認識されているものである。 

「ういろう」 

平成 12 年（行ケ）第

321 号 東京高等裁判

所 

 

 

「ういろう」の語は、当初は外郎家の製造する菓子であるこ

とを示す固有名詞であったものが、次第に菓子の一種である

「ういろう」を意味する普通名詞となったものであり、「う

いろう」の由来は、普通名詞になっていたとする認定を左右

しない。 

「巨峰」 

平成 13 年（ワ）第 9153

号 大阪地方裁判所 

 

 

一般消費者、ぶどう生産者、青果卸売業者などの需要者にお

いて、「巨峰」という語は、ぶどうの一品種である本件品種

のぶどうを表す一般的な名称として認識されているものと

認められる。 

「西京味噌」 

平成 14 年（行ケ）第

169 号 東京高等裁判

所 

 

 

権利者が「西京味噌」を商標として使用してきた沿革がある

としても、他の多くの同業者が「西京味噌」を原告と関係な

く使用し、原告自身までが一般的な味噌の名称（当時）など

と同様に「西京白味噌」を使用したことよりすれば、「西京

味噌」が普通名称となったものと推認される。 

（出典：「各国における商標権侵害行為類型に関する調査研究報告書」平成 19 年 3 月 財団法人知的財産

研究所） 
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参考資料５ 

 

各国等における普通名称化に関連した規定 

 

１．各国等の普通名称化と関連した規定 

（出典：「各国における商標権侵害行為類型に関する調査研究報告書」平成 19 年 3 月 財団法人知的財産

研究所） 

 

 

普通名称化した登録

商標の商標権の効力

の制限 

普通名称化した登

録商標の取消 

普通名称化防止のた

めの辞書等の出版社

への請求 

米国 ○ ○ － 

ＣＴＭ ○ ○ ○ 

イギリス ○ ○ － 

ドイツ ○ ○ ○ 

フランス － ○ － 

日本 ○ － － 

※「○」は明文の規定あり。「－」は明文の規定なし 

※「ＣＴＭ」は欧州共同体商標制度 

 

２．主要国等における関連制度の概要 

 

（１）米国 

①審査時における普通名称の取扱い 

米国商標法第２条により普通名称は拒絶される。 

 

②普通名称化している登録商標の商標権の効力の制限 

登録商標が、商標権者の作為により、又は、不作為により、普通名称となっ

た場合には、同法第４５条により、商標は、放棄されたものとみなされる。そ

して、同法第３３条により、その放棄は商標権侵害訴訟における被告の抗弁事

由になる。 

 

③普通名称化している登録商標の取消 

米国商標法第２条(e)に違反して登録された場合には、取消事由に該当する

（同法第１４条）。また、登録後普通名称化した場合も取消事由に該当する（同
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法第１４条）。 

 

④普通名称化防止のための辞書等の出版社への請求 

 欧州共同体商標規則第１０条のような普通名称化防止のための辞書等の出版

社への請求の規定はない。 

 

（参照条文） 

米国連邦商標法第２条 主登録簿に登録可能な商標；同時登録 

出願人の商品を他人の商品から識別することのできる如何なる商標も，当該性質上，主

登録簿に登録することを拒絶されることはない。ただし，それが次のものからなるとき

は，この限りでない。  

(a)～(d)（略） 

(e) ある標章であって，(1)出願人の商品について又はそれに関連して使用される場合

に，これらの商品を単に記述する標章であるか又は欺罔的に誤って記述する標章である

もの，(2)出願人の商品について若しくはそれに関連して使用される場合に，主として

地理的にこれらの商品を記述する標章であるもの(原産地の表示であって，第4条の規定

に基づき登録することができるものを除く。)，(3)出願人の商品について若しくはそれ

に関連して使用される場合に，主として地理的にこれらの商品を欺罔的に誤って記述す

る標章であるもの，(4)主として氏姓であるにすぎないもの，又は(5)全体として機能上

の事項を包含するものから成るもの  

(f) (略) 

 

米国連邦商標法第４５条 

本法律の解釈において，文脈上別段の趣旨が明らかである場合を除き， 

（略） 

標章の放棄：標章は，次の何れかが生じたときに，「放棄」されたとみなされる。  

(1) その使用が，使用を再開しない意図をもって中断されたとき。再開しない意図は，

状況から推測することができる。3年間の継続的不使用は，放棄の一応の証拠とする。

標章の「使用」とは，通常の取引過程における善意の使用をいい，単に標章についての

権利を留保するために行われるものを意味しない。  

(2) 作為及び不作為を含め，所有者の行為の過程により，その標章が使用されている商

品又はサービスについて又はそれに関連するものの一般的な名称となるか，又は標章と

しての意義を喪失することとなったとき。購入者の動機は，本項に基づく放棄を判断す

る基準とならない。  

 

米国連邦商標法第３３条 排他的に使用する権利の証拠としての登録；抗弁  
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(a) （略） 

(b) 登録標章を使用する権利が第15条に基づき明白なものとなるまで，その登録は，登

録標章及びその標章の登録の有効性，その標章の登録人の所有権，及びその登録標章を

取引上使用する登録人の排他的権利の確定的証拠とする。かかる確定的証拠は，登録に

おける又は宣誓供述書若しくは更新出願における条件若しくは限定に従うことを条件

として，第15条の規定に基づき提出された宣誓供述書中において，又は更新において特

定された商品若しくはサービスの方が少ない場合は第9条の規定に基づいて提出された

更新出願において，特定された商品若しくはサービスについて又はそれに関連してその

標章を排他的に使用する権利に関するものとする。登録標章を使用する権利の確定的証

拠は，第32条に定義する侵害証明に従い，かつ，次の抗弁又は瑕疵に従うものとする。  

(1) （略） 

(2) 標章が登録人によって放棄されたこと  

(3) ～（9）（略） 

 

米国連邦商標法第１４条 取消  

本法律又は1881年3月3日付法律若しくは1905年2月20日付法律によって設けられた主登

録簿へのある標章の登録により損害(第43条(c)に基づく希釈化による場合を含む。)を

被っ 

ていると又は損害を被るであろうと信じる何人も，当該標章の登録を取り消すべき旨の

請願を，その理由を開示し，かつ，所定の手数料を納付して次の期間内にすることがで

きる。  

(1) ～(2) （略） 

(3) 登録標章が，それが登録され又は機能している商品又はサービス又はその一部に関

し一般的な名称となったとき，又は放棄されたとき，又はその登録が詐欺により若しく

は本法律に基づく登録についての第4条又は第2条(a)，(b)若しくは(c)の規定に違反し

て，若しくは旧法に基づく登録に関する旧法の同種の禁止規定に違反して取得されたと

き，又はその標章が使用されている商品若しくはサービスの出所を不実表示するために

登録人によって若しくはその承諾の下に登録標章が現に使用されているときはいつで

も。登録標章が，そのために登録された商品又はサービスの一部について一般的な名称

となったときは，そうした商品又はサービスについてのみ登録取消の請願を提出するこ

とができる。登録標章は，その標章が特有の製品又はサービスの名称として又はそれを

識別するためにも使用されているという理由のみによって商品又はサービスの一般的

名称であるとはみなされない。購買者の動機付けよりも該当する公衆に対する登録標章

の第一義的意義が，登録標章が使用されてきた商品又はサービスの一般的名称となって

いるか否を判断するための基準とする。  

(4)～(5)（略） 
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（２）欧州共同体商標制度 

①審査時における普通名称の取扱い 

欧州共同体商標規則第７条(1)により普通名称は拒絶される。 

 

②普通名称化している登録商標の商標権の効力の制限 

欧州共同体商標規則第１２条により、普通名称化している登録商標（登録後

普通名称化した場合も含む）の権利の効力は制限される。 

 

③普通名称化している登録商標の取消 

欧州共同体商標規則第７条(1)に違反して登録された普通名称は、登録無効事

由に該当する（同規則第５１条）。ただし、無効請求の際に、識別力を取得して

いる場合には無効とならない（同規則第５１条第２項）。 

 また、商標権者の作為又は不作為の結果、登録商標が普通名称化した場合に

は、登録取消事由となる。登録取消は、ＯＨＩＭへの請求により、又は、商標

権侵害訴訟における反訴によりなされる（同規則第５０条）。 

 

④普通名称化防止のための辞書等の出版社への請求 

 欧州共同体商標規則第１０条により、辞書等に登録商標が普通名称であると

の印象を与えるように記載されている場合には、登録商標である旨を表示する

ように、商標権者が出版社に請求できる。 

 

（参照条文） 

欧州共同体商標規則第７条 絶対的拒絶理由 

(1)次に掲げるものは，登録することができない。 

(a)～(c)（略） 

(d)通用語において又は公正かつ確立した商慣習において常用されるようになっている

標識若しくは表示のみからなる商標 

(e)～(j)（略） 

(2)～(3)（略） 

 

欧州共同体商標規則第１２条 共同体商標の効力の制限

共同体商標は，その所有者に第三者が次に掲げるものを取引上使用することを禁止する

権利を与えるものでない。ただし，その第三者が工業上又は商業上の誠実な慣習に従っ

てこれらを使用している場合に限る。 

(a) 自己の名称又は住所 

(b) 商品若しくはサービスの種類，品質，数量，用途，価格，原産地，商品の製産の時

  17



期，サービスの提供の時期，又はその他の特徴に関する表示 

(c) 商品又はサービスの用途，特に付属品又は部品として表示する必要がある場合は，

その商標 

 

欧州共同体商標規則第５１条 無効の絶対的理由 

(1) 共同体商標は，官庁に対する申請に基づき又は侵害手続における反対請求を基礎と

して，次に掲げる場合は，無効を宣言される。 

(a) 共同体商標が第 5条又は第 7条の規定に違反して登録されている場合 

(b) 出願人が悪意をもって商標の出願をした場合 

(2) 共同体商標が第 7条(1)(b)，(c)又は(d)の規定に違反して登録されている場合であ

っても，それが使用された結果，その登録に係る商品若しくはサービスについて登録後

に識別性を得ているときは，無効を宣言することはできない。 

(3) 共同体商標が登録されている商品若しくはサービスの一部についてのみ無効理由

がある場合は，その商標は，その商品若しくはサービスについてのみ無効を宣言される。 

 

欧州共同体商標規則第５０条 取消の理由 

(1) 共同体商標の所有者の権利は，次に掲げる場合は，官庁に対する申請に基づき又は

侵害手続における反対請求を基礎として取り消されるべき旨宣言される。 

(a) 商標が登録されている商品若しくはサービスについて，商標が共同体内において正

当な理由なしに継続して 5年の期間誠実に使用されていない場合 

ただし，5年の期間が満了してから当該申請又は反対請求がされる間に商標の真正な使

用が開始され又は再開された場合は，何人も共同体商標の所有者の権利を取り消すべき

ことを主張することができない。もっとも，申請又は反対請求が提出されるかもしれな

いことに所有者が気づいた後にのみ使用の開始又は再開の準備をした場合は，申請又は

請求の提出前 3月以内の使用の開始又は再開であって，早くとも継続した 5年の不使用

の期間が満了する日に開始されたものは，無視されるものとする。 

(b) 所有者の作為又は不作為の結果，商標が登録されている商品若しくはサービスにつ

いて，その商標が取引上の普通名称となっている場合 

(c) 商標が登録されている商品若しくはサービスについて，その商標がその所有者によ

り又はその同意を得て使用された結果，その商標が，特に，商品若しくはサービスの性

質，品質，又は原産地について公衆を誤認させる虞がある場合 

(d) 商標の所有者が，もはや第 5条に定める要件を満たしていない場合 

(2) 共同体商標が登録されている商品若しくはサービスの一部についてのみ権利の取

消理由がある場合は，所有者の権利は，その商品若しくはサービスについてのみ取り消

されるべき旨宣言される。 

 

  18



欧州共同体商標規則第１０条 辞書における共同体商標の複製 

辞書，百科事典又はその他の同様な書籍における共同体商標の複製が，その商標の登録

されている商品又はサービスの一般名称であるとの印象を与える場合は，その共同体商

標の所有者の請求により，その書籍の発行者は，遅くともその書籍の次の版において，

その商標の複製にそれが登録商標である旨の表示を付すことを確実にしなければなら

ない。 

 

 

（３）英国 

①審査時における普通名称の取扱い 

 英国商標法第３条第１項により普通名称は拒絶される。 

 

②普通名称化している登録商標の商標権の効力の制限 

 英国商標法第１１条により、普通名称化している登録商標（登録後普通名称

化した場合も含む）の権利の効力は制限される。 

 

③普通名称化している商標の取消 

英国商標法第３条第１項に違反して登録された普通名称は、登録無効事由に

該当する（同法第４７条）。ただし、登録後に識別力を有するに至った場合には

無効とならない（同法第４７条）。 

 また、商標権者の作為又は不作為の結果、登録商標が普通名称化した場合に

は、登録取消事由となる（同法第４６条）。 

 

④普通名称化防止のための辞書等の出版社への請求 

 欧州共同体商標規則第１０条のような普通名称化防止のための辞書等の出版

社への請求の規定はない。 

 

（参照条文） 

英国商標法第３条 登録の絶対的拒絶理由  

(1) 次に掲げるものは登録されない。  

(a)～(c)（略） 

(d) 取引上の通用語において若しくは公正なかつ確立した商慣習において常用される

ようになっている標識又は表示のみからなる商標  

ただし，商標がその登録出願の日前に使用された結果実質的に識別性を有している場合

は，(b)，(c)又は(d)によって登録を拒絶されない。  

(2)～(6)（略） 
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英国商標法第１１条 登録商標の効力の制限  

(1) 登録商標は，他の登録商標が登録されている商品又はサービスに関する当該他の登

録商標の使用によっては侵害されない(ただし，第47条(6)(登録無効の宣言の効力)を参

照のこと)。  

(2) 登録商標は，次の使用によっては侵害されない。  

(a) ある者による自己の名称又は住所の使用  

(b) 商品若しくはサービスの種類，品質，数量，用途，価格，地理的原産地，生産時期

若しくは提供時期又は商品若しくはサービスのその他の特徴に関する表示の使用，又は  

(c) 製品又はサービスの用途(特に付属品又は部品)を表示することが必要な場合にお

ける商標の使用  

ただし，その使用が工業上又は商業上の誠実な習慣に従ったものである場合に限る。 

(3)（略） 

 

英国商標法第４７条 登録の無効理由  

(1) 商標の登録については，商標が第3条又は同条にいう何れかの規定(登録の絶対的拒

絶理由)に反して登録されたことを理由として，無効の宣言をすることができる。  

商標が同条(1)(b)，(c)又は(d)に反して登録された場合であっても，商標が使用された

結果，登録の後に，商標が登録されている商品又はサービスについて識別性を有するに

至ったときは，無効の宣言はなされない。  

(2)～(6)（略）  

 

英国商標法第４６条 登録の取消 

(1) 商標の登録は，次の何れかの理由により取り消すことができる。  

(a)～(b)（略） 

(c) 商標の所有者の作為又は不作為の結果，当該商標が，その登録に係る商品又はサー

ビスの取引において，普通名称となっていること  

(d)（略）  

(2)～(6)（略）  

 

（４）ドイツ 

①審査時における普通名称の取扱い 

 ドイツ商標法第８条［2］により普通名称は拒絶される。 

 

②普通名称化している登録商標の商標権の効力の制限 

 ドイツ商標法第２３条により、普通名称化した登録商標（登録後普通名称化
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した場合も含む）の権利の効力制限される。 

 

③普通名称化している登録商標の取消 

ドイツ商標法第８条［2］に違反して登録された普通名称は、登録無効事由に

該当する（同法第５０条）。ただし、登録後に識別力を有するに至った場合には

無効とならない（同法第５０条）。 

 また、商標権者の作為又は不作為の結果、普通名称となった登録商標（登録

後普通名称化した場合も含む）は、その登録は取り消される（同法第４９条）。 

 

④普通名称化防止のための辞書等の出版社への請求 

 ドイツ商標法第１６条により、辞書等に登録商標が普通名称であるとの印象

を与えるように記載されている場合には、登録商標である旨を表示するように、

商標権者が出版社に請求できる。 

 

（参照条文） 

ドイツ商標法第８条 絶対的拒絶理由 

[1] 第 3 条に規定する商標として保護を受けることのできる標識であっても，

視覚により認識できるように表現することができないものは，登録されないも

のとする。 

[2] 次の商標は登録されないものとする。 

(1)～(2)（略） 

(3) 指定する商品又はサービスについて，通用語において又は誠実なかつ確立

した商慣習において常用されるようになっている標識又は表示のみをもって構

成された商標 

(4)～(9)（略） 

[3]～[4]（略） 

 

ドイツ商標法第２３条 名称及び記述的表示の使用；部品の取引 

商標又は取引上の表示の所有者は，第三者が次の各号に掲げるものを取引上使用するこ

とを差し止めることができない。ただし，その使用が容認された道徳原理に反さない場

合に限る。 

(1) 自己の名称又は住所 

(2) 当該商標又は取引上の表示と同一又は類似の標識であるが，商品又はサービスの特

徴又は特性，特に，その種類，品質，用途，価格，原産地，商品の生産時期又はサービ

スの提供時期を表示しているもの 

(3) 特に，付属品若しくは部品としての製品又はサービスの意図された用途を示すこと
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が必要な場合，当該の商標又は取引上の表示 

 

ドイツ商標法第５０条 絶対的拒絶理由による無効 

[1] 商標の登録は，次の場合は，無効事由による請求に基づき抹消されるものとする。 

(1) それが第 3条の規定に違反して登録された場合 

(2)～(4)（略） 

[2] 商標が第 3 条，第 7 条又は第 8 条の規定に違反して登録された場合には，登録は，

取消請求についての決定がされる時になお拒絶理由が存在しているときにのみ，抹消す

ることができる。更に，商標が第 8条[2](1)，(2)，又は(3)の規定に違反して登録され

た場合には，登録は，登録日から 10 年以内に取消請求がされたときにのみ，抹消する

ことができる。 

[3]～[4]（略）  

 

ドイツ商標法第４９条 取消 

[1]（略） 

[2] 商標の登録は，次の場合にも，取消事由による請求に基づき抹消されるものとする。 

(1) 所有者の行為又は不作為の結果，商標がその登録に係る商品又はサービスについて

取引上の普通名称となっている場合 

(2)～(3)（略） 

[3]（略） 

 

ドイツ商標法第１６条 出版物における登録商標の複製 

[1] 辞書，百科事典又はこれらと類似の出版物における登録商標の複製が，当該商標が

その登録に係る商品又はサービスについての普通名称であるとの印象を与える場合は，

当該商標の所有者は，その商標の複製と共にそれが登録商標である旨の表示を加えるこ

とをそれら出版物の発行者に要求することができる。 

[2] 当該出版物が既に発行されている場合は，かかる要求は，[1]に規定する表示を当

該出版物の次版から付すよう求めることに制限されるものとする。 

[3] 出版物が電子データベースの形で販売される場合又は出版物を含む電子データベ

ースにアクセスが認められる場合は，[1]及び[2]の規定を準用する。
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（５）フランス 

①審査時における普通名称の取扱い 

 フランス知的財産法第７１１条２（及び法第７１１条７）により普通名称は

拒絶される。 

 

②普通名称化している登録商標の商標権の効力の制限 

 フランス知的財産法第７１３条６により、普通名称化している登録商標（登

録後普通名称化した場合も含む）の権利の効力は制限される。 

 

③普通名称化している登録商標の取消 

 フランス知的財産法第７１１条２に違反して登録された普通名称は、裁判所

の判決により無効とされる（同法第７１４条３）。検察官の職権による無効訴訟

提起も可能となっている。 

 また、登録後であっても商標権者自らの行為の結果普通名称化したときは、

登録取消事由となる（同法第７１４条６）。 

 

④普通名称化防止のための辞書等への出版社への請求 

 欧州共同体商標規則第１０条のような普通名称化防止のための辞書等の出版

社への請求の規定はない。 

 

（参照条文） 

フランス知的財産法第７１１条２ 

標章となり得る標識の識別性は，指定商品又はサービスとの関連において評価されるも

のとする。 

次に掲げるものは識別性を有していないものとする。 

(a) 標識又は名称であって，日常の言語又は技術的言語によって商品又はサービスにつ

いての必然的，包括的又は通常の呼称を構成するに過ぎないもの 

(b)～(c)（略）  

 

フランス知的財産法第７１１条７ 

登録出願は，次の場合は拒絶される。 

(a) 出願が第712 条2 の要件を満たしていないとき 

(b)～(c)（略） 

 

フランス知的財産法第７１３条６ 

標章の登録は，次に掲げるのと同一又は類似の標識の使用を妨げないものとする。 
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(a)（略） 

(b) 特に付属品又は部品等として，製品又はサービスの意図される用途を述べるために

必要な言及である場合。この場合，出所についての混同が生じないことを条件とする。 

ただし，当該使用が権利の侵害に当たる場合は，登録の所有者は，使用の制限又は禁止

を要求することができる。 

 

フランス知的財産法第７１４条３ 

第711 条1 から第711 条4 までの規定に合致しない標章の登録は，裁判所の判決によっ

て無効を宣言される。 

公訴官は，第711 条1，第711 条2 及び第711 条3 に基づき，職権により無効訴訟を 

提起することができる。 

第711 条4 に基づく無効訴訟は，先の権利の所有者のみが提起することができる。ただ

し，当該訴訟は，標章が善意で登録されており，かつ所有者が5 年間，その使用を黙認

していた場合は，認められない。無効判決は絶対的なものとする。 

 

フランス知的財産法第７１４条６ 

標章の所有者は，自らの行為の結果，標章が次に掲げるものに該当するようになったと

きは，自己の権利の取消を免れない。 

(a) 製品又はサービスの取引における普通の名称 

(b)（略） 
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 登録異議申立制度 無効審判制度 

請 求 人 何人も（第 43 条の２） 利害関係人（裁判例） 

申立（請求）期間 商標掲載公報発行日か

ら２ヶ月以内（第 43 条

の２） 

商標権消滅後も可能。但し、一部

５年間の除斥期間あり。（第 46 条

ないし 47 条） 

被申立人・被請求

人の対応 

取消理由通知に対する

意見書の提出（第 43 条

の 12） 

副本の送達に対して、答弁書を提

出（第 56 条） 

異議・無効の事由 ・第３条、第４条第１

項等を理由とする（第

43 条の２） 

 

・第３条、第４条第１項等を理由

とする（第 46 条） 

・冒認出願（第 46 条第１項第３号）

・登録後の事由（第 46 条第１項第

４号ないし同６号） 

審理の併合 特別の場合を除き、併

合する（第 43 条の 10）

併合することができる（第 56 条）

決定・審決に対す

る不服申立 

・維持決定に対しては、

不服申立できない（第

43 条の 3） 

・取消決定に対して、

東京高裁に取消訴訟提

起（第 63 条） 

登録無効審決、登録維持審決とも

に東京高裁（第 63 条） 
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登録異議申立制度と無効審判制度との比較 

参考資料６ 



参考資料７ 

存続期間満了

商標法第４条第１項第１３号の適用期間の関係

（３）存続期間満了の場合

他人が商標権が消滅した日前一年
以上使用しなかったものを除く

確定日

（１）異議による取消決定、無効審決、
取消審決（53条の2の審判請求人の出願を除く（4条4項））

１３号期間（１年）

（２）不使用取消審決
      (50条1項）

１３号期間は適用外３年間不使用

審判請求の登録日
（商標権の消滅 54条2項） 確定日

※存続期間満了後更新申請（20条3項）
商標権の回復（21条）

存続期間満了

存続期間満了後
更新申請期間（６ヶ月）

商標権の回復（６ヶ月）

１３号期間（１年）
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参考資料８ 

商標法（昭和三十四年法律第百二十七号） 

 
第一章 総則  
 
（目的）  
第一条  この法律は、商標を保護することにより、商標の使用をする者の業務上の信用の維持
を図り、もつて産業の発達に寄与し、あわせて需要者の利益を保護することを目的とする。  
 
（定義等）  
第二条  この法律で「商標」とは、文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれらの結
合又はこれらと色彩との結合（以下「標章」という。）であつて、次に掲げるものをいう。  
一  業として商品を生産し、証明し、又は譲渡する者がその商品について使用をするもの  
二  業として役務を提供し、又は証明する者がその役務について使用をするもの（前号に掲げ
るものを除く。）  
２  前項第二号の役務には、小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供が
含まれるものとする。  
３  この法律で標章について「使用」とは、次に掲げる行為をいう。  
一  商品又は商品の包装に標章を付する行為  
二  商品又は商品の包装に標章を付したものを譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのため
に展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する行為  
三  役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物（譲渡し、又は貸し渡す物を含
む。以下同じ。）に標章を付する行為  
四  役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に標章を付したものを用いて役
務を提供する行為  
五  役務の提供の用に供する物（役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物を
含む。以下同じ。）に標章を付したものを役務の提供のために展示する行為  
六  役務の提供に当たりその提供を受ける者の当該役務の提供に係る物に標章を付する行為  
七  電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によつて認識することができない
方法をいう。次号において同じ。）により行う映像面を介した役務の提供に当たりその映像面に
標章を表示して役務を提供する行為  
八  商品若しくは役務に関する広告、価格表若しくは取引書類に標章を付して展示し、若しく
は頒布し、又はこれらを内容とする情報に標章を付して電磁的方法により提供する行為  
４  前項において、商品その他の物に標章を付することには、商品若しくは商品の包装、役務
の提供の用に供する物又は商品若しくは役務に関する広告を標章の形状とすることが含まれる
ものとする。  
５  この法律で「登録商標」とは、商標登録を受けている商標をいう。  
６  この法律において、商品に類似するものの範囲には役務が含まれることがあるものとし、
役務に類似するものの範囲には商品が含まれることがあるものとする。  
 
第二章 商標登録及び商標登録出願  
 
（商標登録の要件）  
第三条  自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標については、次に掲げる商標
を除き、商標登録を受けることができる。  
一  その商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標  
二  その商品又は役務について慣用されている商標  
三  その商品の産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、数量、形状（包装の形状を含む。）、
価格若しくは生産若しくは使用の方法若しくは時期又はその役務の提供の場所、質、提供の用に
供する物、効能、用途、数量、態様、価格若しくは提供の方法若しくは時期を普通に用いられる
方法で表示する標章のみからなる商標  
四  ありふれた氏又は名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標  
五  極めて簡単で、かつ、ありふれた標章のみからなる商標  
六  前各号に掲げるもののほか、需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識
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することができない商標  
２  前項第三号から第五号までに該当する商標であつても、使用をされた結果需要者が何人か
の業務に係る商品又は役務であることを認識することができるものについては、同項の規定にか
かわらず、商標登録を受けることができる。  
 
（商標登録を受けることができない商標）  
第四条  次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を受けることができ
ない。  
一  国旗、菊花紋章、勲章、褒章又は外国の国旗と同一又は類似の商標  
二  パリ条約（千九百年十二月十四日にブラッセルで、千九百十一年六月二日にワシントンで、
千九百二十五年十一月六日にヘーグで、千九百三十四年六月二日にロンドンで、千九百五十八年
十月三十一日にリスボンで及び千九百六十七年七月十四日にストックホルムで改正された工業
所有権の保護に関する千八百八十三年三月二十日のパリ条約をいう。以下同じ。）の同盟国、世
界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国の国の紋章その他の記章（パリ条約の同盟国、世界
貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国の国旗を除く。）であつて、経済産業大臣が指定する
ものと同一又は類似の商標  
三  国際連合その他の国際機関を表示する標章であつて経済産業大臣が指定するものと同一又
は類似の商標  
四  赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律 （昭和二十二年法律第百五十九号）第
一条 の標章若しくは名称又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 
（平成十六年法律第百十二号）第百五十八条第一項 の特殊標章と同一又は類似の商標  
五  日本国又はパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国の政府
又は地方公共団体の監督用又は証明用の印章又は記号のうち経済産業大臣が指定するものと同
一又は類似の標章を有する商標であつて、その印章又は記号が用いられている商品又は役務と同
一又は類似の商品又は役務について使用をするもの  
六  国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公益に関する団体であつて営利を目的と
しないもの又は公益に関する事業であつて営利を目的としないものを表示する標章であつて著
名なものと同一又は類似の商標  
七  公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある商標  
八  他人の肖像又は他人の氏名若しくは名称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくは
これらの著名な略称を含む商標（その他人の承諾を得ているものを除く。）  
九  政府若しくは地方公共団体（以下「政府等」という。）が開設する博覧会若しくは政府等以
外の者が開設する博覧会であつて特許庁長官が指定するもの又は外国でその政府等若しくはそ
の許可を受けた者が開設する国際的な博覧会の賞と同一又は類似の標章を有する商標（その賞を
受けた者が商標の一部としてその標章の使用をするものを除く。）  
十  他人の業務に係る商品若しくは役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されてい
る商標又はこれに類似する商標であつて、その商品若しくは役務又はこれらに類似する商品若し
くは役務について使用をするもの  
十一  当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の登録商標又はこれに類似する商標
であつて、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務（第六条第一項（第六十八条第一項に
おいて準用する場合を含む。）の規定により指定した商品又は役務をいう。以下同じ。）又はこれ
らに類似する商品若しくは役務について使用をするもの  
十二  他人の登録防護標章（防護標章登録を受けている標章をいう。以下同じ。）と同一の商標
であつて、その防護標章登録に係る指定商品又は指定役務について使用をするもの  
十三  商標権が消滅した日（商標登録を取り消すべき旨の決定又は無効にすべき旨の審決があ
つたときは、その確定の日。以下同じ。）から一年を経過していない他人の商標（他人が商標権
が消滅した日前一年以上使用をしなかつたものを除く。）又はこれに類似する商標であつて、そ
の商標権に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について使
用をするもの  
十四  種苗法 （平成十年法律第八十三号）第十八条第一項 の規定による品種登録を受けた品
種の名称と同一又は類似の商標であつて、その品種の種苗又はこれに類似する商品若しくは役務
について使用をするもの  
十五  他人の業務に係る商品又は役務と混同を生ずるおそれがある商標（第十号から前号まで
に掲げるものを除く。）  
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十六  商品の品質又は役務の質の誤認を生ずるおそれがある商標  
十七  日本国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地のうち特許庁長官が指定するものを表示する標
章又は世界貿易機関の加盟国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地を表示する標章のうち当該加盟
国において当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒若しくは蒸留酒について使用をすること
が禁止されているものを有する商標であつて、当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒又は蒸
留酒について使用をするもの  
十八  商品又は商品の包装の形状であつて、その商品又は商品の包装の機能を確保するために
不可欠な立体的形状のみからなる商標  
十九  他人の業務に係る商品又は役務を表示するものとして日本国内又は外国における需要者
の間に広く認識されている商標と同一又は類似の商標であつて、不正の目的（不正の利益を得る
目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的をいう。以下同じ。）をもつて使用をするも
の（前各号に掲げるものを除く。）  
２  国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公益に関する団体であつて営利を目的と
しないもの又は公益に関する事業であつて営利を目的としないものを行つている者が前項第六
号の商標について商標登録出願をするときは、同号の規定は、適用しない。  
３  第一項第八号、第十号、第十五号、第十七号又は第十九号に該当する商標であつても、商
標登録出願の時に当該各号に該当しないものについては、これらの規定は、適用しない。  
４  第五十三条の二の規定により商標登録を取り消すべき旨の審決が確定した場合において、
その審判の請求人が当該審決によつて取り消された商標登録に係る商標又はこれに類似する商
標について商標登録出願をするときは、第一項第十三号の規定は、適用しない。  
 
（商標登録出願）  
第五条  商標登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書に必要な書面を添付
して特許庁長官に提出しなければならない。  
一  商標登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  商標登録を受けようとする商標  
三  指定商品又は指定役務並びに第六条第二項の政令で定める商品及び役務の区分  
２  商標登録を受けようとする商標が立体的形状（文字、図形、記号若しくは色彩又はこれら
の結合との結合を含む。）からなる商標（以下「立体商標」という。）について商標登録を受けよ
うとするときは、その旨を願書に記載しなければならない。  
３  商標登録を受けようとする商標について、特許庁長官の指定する文字（以下「標準文字」
という。）のみによつて商標登録を受けようとするときは、その旨を願書に記載しなければなら
ない。  
４  商標登録を受けようとする商標を記載した部分のうち商標登録を受けようとする商標を記
載する欄の色彩と同一の色彩である部分は、その商標の一部でないものとみなす。ただし、色彩
を付すべき範囲を明らかにしてその欄の色彩と同一の色彩を付すべき旨を表示した部分につい
ては、この限りでない。  
 
（出願の日の認定等）  
第五条の二  特許庁長官は、商標登録出願が次の各号の一に該当する場合を除き、商標登録出
願に係る願書を提出した日を商標登録出願の日として認定しなければならない。  
一  商標登録を受けようとする旨の表示が明確でないと認められるとき。  
二  商標登録出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が商標登録出願人を特定
できる程度に明確でないと認められるとき。  
三  願書に商標登録を受けようとする商標の記載がないとき。  
四  指定商品又は指定役務の記載がないとき。  
２  特許庁長官は、商標登録出願が前項各号の一に該当するときは、商標登録を受けようとす
る者に対し、相当の期間を指定して、商標登録出願について補完をすべきことを命じなければな
らない。  
３  商標登録出願について補完をするには、手続の補完に係る書面（以下「手続補完書」とい
う。）を提出しなければならない。  
４  特許庁長官は、第二項の規定により商標登録出願について補完をすべきことを命じた者が
同項の規定により指定された期間内にその補完をしたときは、手続補完書を提出した日を商標登
録出願の日として認定しなければならない。  
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５  特許庁長官は、第二項の規定により商標登録出願について補完をすべきことを命じた者が
同項の規定により指定された期間内にその補完をしないときは、当該商標登録出願を却下するこ
とができる。  
 
（一商標一出願）  
第六条  商標登録出願は、商標の使用をする一又は二以上の商品又は役務を指定して、商標ご
とにしなければならない。  
２  前項の指定は、政令で定める商品及び役務の区分に従つてしなければならない。  
３  前項の商品及び役務の区分は、商品又は役務の類似の範囲を定めるものではない。  
 
（団体商標）  
第七条  民法 （明治二十九年法律第八十九号）第三十四条 の規定により設立された社団法人
その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）若しくは事業協同組合その他の特別の
法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く。）又はこれらに相当する外国の法人
は、その構成員に使用をさせる商標について、団体商標の商標登録を受けることができる。  
２  前項の場合における第三条第一項の規定の適用については、同項中「自己の」とあるのは、
「自己又はその構成員の」とする。  
３  第一項の規定により団体商標の商標登録を受けようとする者は、第五条第一項の商標登録
出願において、商標登録出願人が第一項に規定する法人であることを証明する書面を特許庁長官
に提出しなければならない。  
 
（地域団体商標）  
第七条の二  事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しないもの
を除き、当該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の加入を
拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも困難な条件を付してはなら
ない旨の定めのあるものに限る。）又はこれに相当する外国の法人（以下「組合等」という。）は、
その構成員に使用をさせる商標であつて、次の各号のいずれかに該当するものについて、その商
標が使用をされた結果自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需
要者の間に広く認識されているときは、第三条の規定（同条第一項第一号又は第二号に係る場合
を除く。）にかかわらず、地域団体商標の商標登録を受けることができる。  
一  地域の名称及び自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務の普通名称を普通に用いら
れる方法で表示する文字のみからなる商標  
二  地域の名称及び自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして慣用
されている名称を普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標  
三  地域の名称及び自己若しくはその構成員の業務に係る商品若しくは役務の普通名称又はこ
れらを表示するものとして慣用されている名称を普通に用いられる方法で表示する文字並びに
商品の産地又は役務の提供の場所を表示する際に付される文字として慣用されている文字であ
つて、普通に用いられる方法で表示するもののみからなる商標  
２  前項において「地域の名称」とは、自己若しくはその構成員が商標登録出願前から当該出
願に係る商標の使用をしている商品の産地若しくは役務の提供の場所その他これらに準ずる程
度に当該商品若しくは当該役務と密接な関連性を有すると認められる地域の名称又はその略称
をいう。  
３  第一項の場合における第三条第一項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）の規定の適用
については、同項中「自己の」とあるのは、「自己又はその構成員の」とする。  
４  第一項の規定により地域団体商標の商標登録を受けようとする者は、第五条第一項の商標
登録出願において、商標登録出願人が組合等であることを証明する書面及びその商標登録出願に
係る商標が第二項に規定する地域の名称を含むものであることを証明するため必要な書類を特
許庁長官に提出しなければならない。  
 
（先願）  
第八条  同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商標について異なつ
た日に二以上の商標登録出願があつたときは、最先の商標登録出願人のみがその商標について商
標登録を受けることができる。  
２  同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商標について同日に二以
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上の商標登録出願があつたときは、商標登録出願人の協議により定めた一の商標登録出願人のみ
がその商標について商標登録を受けることができる。  
３  商標登録出願が放棄され取り下げられ若しくは却下されたとき、又は商標登録出願につい
て査定若しくは審決が確定したときは、その商標登録出願は、前二項の規定の適用については、
初めからなかつたものとみなす。  
４  特許庁長官は、第二項の場合は、相当の期間を指定して、同項の協議をしてその結果を届
け出るべき旨を商標登録出願人に命じなければならない。  
５  第二項の協議が成立せず、又は前項の規定により指定した期間内に同項の規定による届出
がないときは、特許庁長官が行う公正な方法によるくじにより定めた一の商標登録出願人のみが
商標登録を受けることができる。  
 
（出願時の特例）  
第九条  政府等が開設する博覧会若しくは政府等以外の者が開設する博覧会であつて特許庁長
官が指定するものに、パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国の
領域内でその政府等若しくはその許可を受けた者が開設する国際的な博覧会に、又はパリ条約の
同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国のいずれにも該当しない国の領域内
でその政府等若しくはその許可を受けた者が開設する国際的な博覧会であつて特許庁長官が指
定するものに出品した商品又は出展した役務について使用をした商標について、その商標の使用
をした商品を出品した者又は役務を出展した者がその出品又は出展の日から六月以内にその商
品又は役務を指定商品又は指定役務として商標登録出願をしたときは、その商標登録出願は、そ
の出品又は出展の時にしたものとみなす。  
２  商標登録出願に係る商標について前項の規定の適用を受けようとする者は、その旨を記載
した書面を商標登録出願と同時に特許庁長官に提出し、かつ、その商標登録出願に係る商標及び
商品又は役務が同項に規定する商標及び商品又は役務であることを証明する書面を商標登録出
願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。  
 
（パリ条約の例による優先権主張）  
第九条の二  パリ条約の同盟国でされた商標（第二条第一項第二号に規定する商標に相当する
ものに限る。）の登録の出願に基づく優先権は、同項第一号に規定する商標に相当する商標の登
録の出願に基づく優先権についてパリ条約第四条に定める例により、これを主張することができ
る。  
 
第九条の三  次の表の上欄に掲げる者が同表の下欄に掲げる国においてした出願に基づく優先
権は、パリ条約第四条の規定の例により、商標登録出願について、これを主張することができる。 

日本国民又はパリ条約の同盟国の国民（パリ
条約第三条の規定により同盟国の国民とみな
される者を含む。） 

世界貿易機関の加盟国の国民（世界貿易機関
を設立するマラケシュ協定附属書一Ｃ第一条
３に規定する加盟国の国民をいう。）又は商標
法条約の締約国の国民 

世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約
国 

パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又
は商標法条約の締約国 

 
（指定商品等又は商標登録を受けようとする商標の補正と要旨変更）  
第九条の四  願書に記載した指定商品若しくは指定役務又は商標登録を受けようとする商標に
ついてした補正がこれらの要旨を変更するものと商標権の設定の登録があつた後に認められた
ときは、その商標登録出願は、その補正について手続補正書を提出した時にしたものとみなす。  
 
（商標登録出願の分割）  
第十条  商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場合又は
商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合に限
り、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の
新たな商標登録出願とすることができる。  
２  前項の場合は、新たな商標登録出願は、もとの商標登録出願の時にしたものとみなす。た
だし、第九条第二項並びに第十三条第一項において準用する特許法 （昭和三十四年法律第百二
十一号）第四十三条第一項 及び第二項 （第十三条第一項において準用する同法第四十三条の二
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第三項 において準用する場合を含む。）の規定の適用については、この限りでない。  
３  第一項に規定する新たな商標登録出願をする場合には、もとの商標登録出願について提出
された書面又は書類であつて、新たな商標登録出願について第九条第二項又は第十三条第一項に
おいて準用する特許法第四十三条第一項 及び第二項 （第十三条第一項において準用する同法第
四十三条の二第三項 において準用する場合を含む。）の規定により提出しなければならないもの
は、当該新たな商標登録出願と同時に特許庁長官に提出されたものとみなす。  
 
（出願の変更）  
第十一条  商標登録出願人は、団体商標の商標登録出願を通常の商標登録出願（団体商標の商
標登録出願及び地域団体商標の商標登録出願以外の商標登録出願をいう。以下同じ。）又は地域
団体商標の商標登録出願に変更することができる。  
２  商標登録出願人は、地域団体商標の商標登録出願を通常の商標登録出願又は団体商標の商
標登録出願に変更することができる。  
３  商標登録出願人は、通常の商標登録出願を団体商標の商標登録出願又は地域団体商標の商
標登録出願に変更することができる。  
４  前三項の規定による商標登録出願の変更は、商標登録出願について査定又は審決が確定し
た後は、することができない。  
５  第一項から第三項までの規定による商標登録出願の変更があつたときは、もとの商標登録
出願は、取り下げたものとみなす。  
６  前条第二項及び第三項の規定は、第一項から第三項までの規定による商標登録出願の変更
の場合に準用する。  
 
第十二条  防護標章登録出願人は、その防護標章登録出願を商標登録出願に変更することがで
きる。  
２  前項の規定による出願の変更は、防護標章登録出願について査定又は審決が確定した後は、
することができない。  
３  第十条第二項及び第三項並びに前条第五項の規定は、第一項の規定による出願の変更の場
合に準用する。  
 
（出願公開）  
第十二条の二  特許庁長官は、商標登録出願があつたときは、出願公開をしなければならない。  
２  出願公開は、次に掲げる事項を商標公報に掲載することにより行う。ただし、第三号及び
第四号に掲げる事項については、当該事項を商標公報に掲載することが公の秩序又は善良の風俗
を害するおそれがあると特許庁長官が認めるときは、この限りでない。  
一  商標登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  商標登録出願の番号及び年月日  
三  願書に記載した商標（第五条第三項に規定する場合にあつては標準文字により現したもの。
第十八条第三項第三号及び第二十七条第一項において同じ。）  
四  指定商品又は指定役務  
五  前各号に掲げるもののほか、必要な事項  
 
（特許法の準用）  
第十三条  特許法第四十三条第一項 から第四項 まで並びに第四十三条の二第二項 及び第三
項 の規定は、商標登録出願に準用する。この場合において、同法第四十三条第二項 中「次の各
号に掲げる日のうち最先の日から一年四月」とあるのは「商標登録出願の日から三月」と、同法
第四十三条の二第二項 中「又は世界貿易機関の加盟国」とあるのは「、世界貿易機関の加盟国
又は商標法条約の締約国」と、同項 中「若しくは世界貿易機関の加盟国の国民」とあるのは「、
世界貿易機関の加盟国の国民若しくは商標法条約の締約国の国民」と、同条第三項 中「前二項」
とあるのは「前項」と読み替えるものとする。  
２  特許法第三十三条 及び第三十四条第四項 から第七項 まで（特許を受ける権利）の規定は、
商標登録出願により生じた権利に準用する。  
 
（設定の登録前の金銭的請求権等）  
第十三条の二  商標登録出願人は、商標登録出願をした後に当該出願に係る内容を記載した書
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面を提示して警告をしたときは、その警告後商標権の設定の登録前に当該出願に係る指定商品又
は指定役務について当該出願に係る商標の使用をした者に対し、当該使用により生じた業務上の
損失に相当する額の金銭の支払を請求することができる。  
２  前項の規定による請求権は、商標権の設定の登録があつた後でなければ、行使することが
できない。  
３  第一項の規定による請求権の行使は、商標権の行使を妨げない。  
４  商標登録出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下されたとき、商標登録出願につい
て拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定したとき、第四十三条の三第二項の取消決定が確定
したとき、又は第四十六条の二第一項ただし書の場合を除き商標登録を無効にすべき旨の審決が
確定したときは、第一項の請求権は、初めから生じなかつたものとみなす。  
５  第二十七条、第三十七条、第三十九条において準用する特許法第百四条の三 から第百五条
の二 まで、第百五条の四から第百五条の六まで及び第百六条、第五十六条第一項において準用
する特許法第百六十八条第三項 から第六項 まで並びに民法第七百十九条 及び第七百二十四条 
（不法行為）の規定は、第一項の規定による請求権を行使する場合に準用する。この場合におい
て、当該請求権を有する者が商標権の設定の登録前に当該商標登録出願に係る商標の使用の事実
及びその使用をした者を知つたときは、同条 中「被害者又はその法定代理人が損害及び加害者
を知った時」とあるのは、「商標権の設定の登録の日」と読み替えるものとする。  
 
第三章 審査  
 
（審査官による審査）  
第十四条  特許庁長官は、審査官に商標登録出願を審査させなければならない。  
 
（拒絶の査定）  
第十五条  審査官は、商標登録出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その商標登録出
願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。  
一  その商標登録出願に係る商標が第三条、第四条第一項、第七条の二第一項、第八条第二項
若しくは第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、第
五十三条第二項又は第七十七条第三項において準用する特許法第二十五条 の規定により商標登
録をすることができないものであるとき。  
二  その商標登録出願に係る商標が条約の規定により商標登録をすることができないものであ
るとき。  
三  その商標登録出願が第六条第一項又は第二項に規定する要件を満たしていないとき。  
 
（拒絶理由の通知）  
第十五条の二  審査官は、拒絶をすべき旨の査定をしようとするときは、商標登録出願人に対
し、拒絶の理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えなければならな
い。  
 
第十五条の三  審査官は、商標登録出願に係る商標が、当該商標登録出願の日前の商標登録出
願に係る他人の商標又はこれに類似する商標であつて、その商標に係る指定商品若しくは指定役
務又はこれらに類似する商品若しくは役務について使用をするものであるときは、商標登録出願
人に対し、当該他人の商標が商標登録されることにより当該商標登録出願が第十五条第一号に該
当することとなる旨を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えることがで
きる。  
２  前項の通知が既にされている場合であつて、当該他人の商標が商標登録されたときは、前
条の通知をすることを要しない。  
 
（商標登録の査定）  
第十六条  審査官は、政令で定める期間内に商標登録出願について拒絶の理由を発見しないと
きは、商標登録をすべき旨の査定をしなければならない。  
 
（補正の却下）  
第十六条の二  願書に記載した指定商品若しくは指定役務又は商標登録を受けようとする商
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標についてした補正がこれらの要旨を変更するものであるときは、審査官は、決定をもつてその
補正を却下しなければならない。  
２  前項の規定による却下の決定は、文書をもつて行い、かつ、理由を付さなければならない。  
３  第一項の規定による却下の決定があつたときは、決定の謄本の送達があつた日から三十日
を経過するまでは、当該商標登録出願について査定をしてはならない。  
４  審査官は、商標登録出願人が第一項の規定による却下の決定に対し第四十五条第一項の審
判を請求したときは、その審判の審決が確定するまでその商標登録出願の審査を中止しなければ
ならない。  
 
（特許法の準用）  
第十七条  特許法第四十七条第二項 （審査官の資格）、第四十八条（審査官の除斥）、第五十二
条（査定の方式）及び第五十四条（訴訟との関係）の規定は、商標登録出願の審査に準用する。
この場合において、同法第五十四条第一項 中「審決」とあるのは、「登録異議の申立てについて
の決定若しくは審決」と読み替えるものとする。  
 
（意匠法の準用）  
第十七条の二  意匠法 （昭和三十四年法律第百二十五号）第十七条の三 （補正後の意匠につ
いての新出願）の規定は、第十六条の二第一項の規定により、決定をもつて補正が却下された場
合に準用する。  
２  意匠法第十七条の四 の規定は、前項又は第五十五条の二第三項（第六十条の二第二項にお
いて準用する場合を含む。）において準用する同法第十七条の三第一項 に規定する期間を延長す
る場合に準用する。  
 
第四章 商標権  
 
第一節 商標権  
 
（商標権の設定の登録）  
第十八条  商標権は、設定の登録により発生する。  
２  第四十条第一項の規定による登録料又は第四十一条の二第一項の規定により商標登録をす
べき旨の査定若しくは審決の謄本の送達があつた日から三十日以内に納付すべき登録料の納付
があつたときは、商標権の設定の登録をする。  
３  前項の登録があつたときは、次に掲げる事項を商標公報に掲載しなければならない。  
一  商標権者の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  商標登録出願の番号及び年月日  
三  願書に記載した商標  
四  指定商品又は指定役務  
五  登録番号及び設定の登録の年月日  
六  前各号に掲げるもののほか、必要な事項  
４  特許庁長官は、前項の規定により同項各号に掲げる事項を掲載した商標公報（以下「商標
掲載公報」という。）の発行の日から二月間、特許庁において出願書類及びその附属物件を公衆
の縦覧に供しなければならない。ただし、個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがある書類
又は物件及び公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある書類又は物件であつて、特許庁長官
が秘密を保持する必要があると認めるものについては、この限りでない。  
５  特許庁長官は、個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがある書類又は物件であつて、
前項ただし書の規定により特許庁長官が秘密を保持する必要があると認めるもの以外のものを
縦覧に供しようとするときは、当該書類又は物件を提出した者に対し、その旨及びその理由を通
知しなければならない。  
 
（存続期間）  
第十九条  商標権の存続期間は、設定の登録の日から十年をもつて終了する。  
２  商標権の存続期間は、商標権者の更新登録の申請により更新することができる。  
３  商標権の存続期間を更新した旨の登録があつたときは、存続期間は、その満了の時に更新
されるものとする。  
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（存続期間の更新登録の申請）  
第二十条  商標権の存続期間の更新登録の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書
を特許庁長官に提出しなければならない。  
一  申請人の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  商標登録の登録番号  
三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項  
２  更新登録の申請は、商標権の存続期間の満了前六月から満了の日までの間にしなければな
らない。  
３  商標権者は、前項に規定する期間内に更新登録の申請をすることができないときは、その
期間が経過した後であつても、その期間の経過後六月以内にその申請をすることができる。  
４  商標権者が前項の規定により更新登録の申請をすることができる期間内に、その申請をし
ないときは、その商標権は、存続期間の満了の時にさかのぼつて消滅したものとみなす。  
 
（商標権の回復）  
第二十一条  前条第四項の規定により消滅したものとみなされた商標権の原商標権者は、その
責めに帰することができない理由により同条第三項の規定により更新登録の申請をすることが
できる期間内にその申請ができなかつたときは、その理由がなくなつた日から十四日（在外者に
あつては、二月）以内でその期間の経過後六月以内に限り、その申請をすることができる。  
２  前項の規定による更新登録の申請があつたときは、存続期間は、その満了の時にさかのぼ
つて更新されたものとみなす。  
 
（回復した商標権の効力の制限）  
第二十二条  前条第二項の規定により回復した商標権の効力は、第二十条第三項に規定する更
新登録の申請をすることができる期間の経過後前条第一項の申請により商標権の存続期間を更
新した旨の登録がされる前における次に掲げる行為には、及ばない。  
一  当該指定商品又は指定役務についての当該登録商標の使用  
二  第三十七条各号に掲げる行為  
 
（存続期間の更新の登録）  
第二十三条  第四十条第二項の規定による登録料又は第四十一条の二第二項の規定により更新
登録の申請と同時に納付すべき登録料の納付があつたときは、商標権の存続期間を更新した旨の
登録をする。  
２  第二十条第三項又は第二十一条第一項の規定により更新登録の申請をする場合は、前項の
規定にかかわらず、第四十条第二項の規定による登録料及び第四十三条第一項の規定による割増
登録料又は第四十一条の二第二項の規定により更新登録の申請と同時に納付すべき登録料及び
第四十三条第二項の規定による割増登録料の納付があつたときに、商標権の存続期間を更新した
旨の登録をする。  
３  前二項の登録があつたときは、次に掲げる事項を商標公報に掲載しなければならない。  
一  商標権者の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  登録番号及び更新登録の年月日  
三  前二号に掲げるもののほか、必要な事項  
 
（商標権の分割）  
第二十四条  商標権の分割は、その指定商品又は指定役務が二以上あるときは、指定商品又は
指定役務ごとにすることができる。  
２  前項の分割は、商標権の消滅後においても、第四十六条第二項の審判の請求があつたとき
は、その事件が審判、再審又は訴訟に係属している場合に限り、することができる。  
 
（商標権の移転）  
第二十四条の二  商標権の移転は、その指定商品又は指定役務が二以上あるときは、指定商品
又は指定役務ごとに分割してすることができる。  
２  国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関又は公益に関する団体であつて営利を目的
としないものの商標登録出願であつて、第四条第二項に規定するものに係る商標権は、譲渡する
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ことができない。  
３  公益に関する事業であつて営利を目的としないものを行つている者の商標登録出願であつ
て、第四条第二項に規定するものに係る商標権は、その事業とともにする場合を除き、移転する
ことができない。  
４  地域団体商標に係る商標権は、譲渡することができない。  
 
（団体商標に係る商標権の移転）  
第二十四条の三  団体商標に係る商標権が移転されたときは、次項に規定する場合を除き、そ
の商標権は、通常の商標権に変更されたものとみなす。  
２  団体商標に係る商標権を団体商標に係る商標権として移転しようとするときは、その旨を
記載した書面及び第七条第三項に規定する書面を移転の登録の申請と同時に特許庁長官に提出
しなければならない。  
 
（商標権の移転に係る混同防止表示請求）  
第二十四条の四  商標権が移転された結果、同一の商品若しくは役務について使用をする類似
の登録商標又は類似の商品若しくは役務について使用をする同一若しくは類似の登録商標に係
る商標権が異なつた商標権者に属することとなつた場合において、その一の登録商標に係る商標
権者、専用使用権者又は通常使用権者の指定商品又は指定役務についての登録商標の使用により
他の登録商標に係る商標権者又は専用使用権者の業務上の利益（当該他の登録商標の使用をして
いる指定商品又は指定役務に係るものに限る。）が害されるおそれのあるときは、当該他の登録
商標に係る商標権者又は専用使用権者は、当該一の登録商標に係る商標権者、専用使用権者又は
通常使用権者に対し、当該使用について、その者の業務に係る商品又は役務と自己の業務に係る
商品又は役務との混同を防ぐのに適当な表示を付すべきことを請求することができる。  
 
（商標権の効力）  
第二十五条  商標権者は、指定商品又は指定役務について登録商標の使用をする権利を専有す
る。ただし、その商標権について専用使用権を設定したときは、専用使用権者がその登録商標の
使用をする権利を専有する範囲については、この限りでない。  
 
（商標権の効力が及ばない範囲）  
第二十六条  商標権の効力は、次に掲げる商標（他の商標の一部となつているものを含む。）に
は、及ばない。  
一  自己の肖像又は自己の氏名若しくは名称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくは
これらの著名な略称を普通に用いられる方法で表示する商標  
二  当該指定商品若しくはこれに類似する商品の普通名称、産地、販売地、品質、原材料、効
能、用途、数量、形状（包装の形状を含む。次号において同じ。）、価格若しくは生産若しくは使
用の方法若しくは時期又は当該指定商品に類似する役務の普通名称、提供の場所、質、提供の用
に供する物、効能、用途、数量、態様、価格若しくは提供の方法若しくは時期を普通に用いられ
る方法で表示する商標  
三  当該指定役務若しくはこれに類似する役務の普通名称、提供の場所、質、提供の用に供す
る物、効能、用途、数量、態様、価格若しくは提供の方法若しくは時期又は当該指定役務に類似
する商品の普通名称、産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、数量、形状、価格若しくは生
産若しくは使用の方法若しくは時期を普通に用いられる方法で表示する商標  
四  当該指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について慣用され
ている商標  
五  商品又は商品の包装の形状であつて、その商品又は商品の包装の機能を確保するために不
可欠な立体的形状のみからなる商標  
２  前項第一号の規定は、商標権の設定の登録があつた後、不正競争の目的で、自己の肖像又
は自己の氏名若しくは名称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称
を用いた場合は、適用しない。  
 
（登録商標等の範囲）  
第二十七条  登録商標の範囲は、願書に記載した商標に基づいて定めなければならない。  
２  指定商品又は指定役務の範囲は、願書の記載に基づいて定めなければならない。  
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第二十八条  商標権の効力については、特許庁に対し、判定を求めることができる。  
２  特許庁長官は、前項の規定による求があつたときは、三名の審判官を指定して、その判定
をさせなければならない。  
３  特許法第七十一条第三項 及び第四項 の規定は、第一項の判定に準用する。  
 
第二十八条の二  特許庁長官は、裁判所から商標権の効力について鑑定の嘱託があつたときは、
三名の審判官を指定して、その鑑定をさせなければならない。  
２  特許法第七十一条の二第二項 の規定は、前項の鑑定の嘱託に準用する。  
 
（他人の特許権等との関係）  
第二十九条  商標権者、専用使用権者又は通常使用権者は、指定商品又は指定役務についての
登録商標の使用がその使用の態様によりその商標登録出願の日前の出願に係る他人の特許権、実
用新案権若しくは意匠権又はその商標登録出願の日前に生じた他人の著作権と抵触するときは、
指定商品又は指定役務のうち抵触する部分についてその態様により登録商標の使用をすること
ができない。  
 
（専用使用権）  
第三十条  商標権者は、その商標権について専用使用権を設定することができる。ただし、第
四条第二項に規定する商標登録出願に係る商標権及び地域団体商標に係る商標権については、こ
の限りでない。  
２  専用使用権者は、設定行為で定めた範囲内において、指定商品又は指定役務について登録
商標の使用をする権利を専有する。  
３  専用使用権は、商標権者の承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限り、移転
することができる。  
４  特許法第七十七条第四項 及び第五項 （質権の設定等）、第九十七条第二項（放棄）並びに
第九十八条第一項第二号及び第二項（登録の効果）の規定は、専用使用権に準用する。  
 
（通常使用権）  
第三十一条  商標権者は、その商標権について他人に通常使用権を許諾することができる。た
だし、第四条第二項に規定する商標登録出願に係る商標権については、この限りでない。  
２  通常使用権者は、設定行為で定めた範囲内において、指定商品又は指定役務について登録
商標の使用をする権利を有する。  
３  通常使用権は、商標権者（専用使用権についての通常使用権にあつては、商標権者及び専
用使用権者）の承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限り、移転することができる。  
４  特許法第七十三条第一項 （共有）、第九十四条第二項（質権の設定）、第九十七条第三項（放
棄）並びに第九十九条第一項及び第三項（登録の効果）の規定は、通常使用権に準用する。  
 
（団体構成員等の権利）  
第三十一条の二  団体商標に係る商標権を有する第七条第一項に規定する法人の構成員（以下
「団体構成員」という。）又は地域団体商標に係る商標権を有する組合等の構成員（以下「地域
団体構成員」という。）は、当該法人又は当該組合等の定めるところにより、指定商品又は指定
役務について団体商標又は地域団体商標に係る登録商標の使用をする権利を有する。ただし、そ
の商標権（団体商標に係る商標権に限る。）について専用使用権が設定されたときは、専用使用
権者がその登録商標の使用をする権利を専有する範囲については、この限りでない。  
２  前項本文の権利は、移転することができない。  
３  団体構成員又は地域団体構成員は、第二十四条の四、第二十九条、第五十条、第五十二条
の二、第五十三条及び第七十三条の規定の適用については、通常使用権者とみなす。  
４  団体商標又は地域団体商標に係る登録商標についての第三十三条第一項第三号の規定の適
用については、同号中「又はその商標権若しくは専用使用権についての第三十一条第四項におい
て準用する特許法第九十九条第一項 の効力を有する通常使用権を有する者」とあるのは、「若し
くはその商標権若しくは専用使用権についての第三十一条第四項において準用する特許法第九
十九条第一項 の効力を有する通常使用権を有する者又はその商標の使用をする権利を有する団
体構成員若しくは地域団体構成員」とする。  
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（先使用による商標の使用をする権利）  
第三十二条  他人の商標登録出願前から日本国内において不正競争の目的でなくその商標登録
出願に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務についてその商
標又はこれに類似する商標の使用をしていた結果、その商標登録出願の際（第九条の四の規定に
より、又は第十七条の二第一項若しくは第五十五条の二第三項（第六十条の二第二項において準
用する場合を含む。）において準用する意匠法第十七条の三第一項 の規定により、その商標登録
出願が手続補正書を提出した時にしたものとみなされたときは、もとの商標登録出願の際又は手
続補正書を提出した際）現にその商標が自己の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需
要者の間に広く認識されているときは、その者は、継続してその商品又は役務についてその商標
の使用をする場合は、その商品又は役務についてその商標の使用をする権利を有する。当該業務
を承継した者についても、同様とする。  
２  当該商標権者又は専用使用権者は、前項の規定により商標の使用をする権利を有する者に
対し、その者の業務に係る商品又は役務と自己の業務に係る商品又は役務との混同を防ぐのに適
当な表示を付すべきことを請求することができる。  
 
第三十二条の二  他人の地域団体商標の商標登録出願前から日本国内において不正競争の目
的でなくその商標登録出願に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しく
は役務についてその商標又はこれに類似する商標の使用をしていた者は、継続してその商品又は
役務についてその商標の使用をする場合は、その商品又は役務についてその商標の使用をする権
利を有する。当該業務を承継した者についても、同様とする。  
２  当該商標権者は、前項の規定により商標の使用をする権利を有する者に対し、その者の業
務に係る商品又は役務と自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務との混同を防ぐのに適
当な表示を付すべきことを請求することができる。  
 
（無効審判の請求登録前の使用による商標の使用をする権利）  
第三十三条  次の各号の一に該当する者が第四十六条第一項の審判の請求の登録前に商標登録
が同項各号の一に該当することを知らないで日本国内において指定商品若しくは指定役務又は
これらに類似する商品若しくは役務について当該登録商標又はこれに類似する商標の使用をし、
その商標が自己の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されて
いたときは、その者は、継続してその商品又は役務についてその商標の使用をする場合は、その
商品又は役務についてその商標の使用をする権利を有する。当該業務を承継した者についても、
同様とする。  
一  同一又は類似の指定商品又は指定役務について使用をする同一又は類似の商標についての
二以上の商標登録のうち、その一を無効にした場合における原商標権者  
二  商標登録を無効にして同一又は類似の指定商品又は指定役務について使用をする同一又は
類似の商標について正当権利者に商標登録をした場合における原商標権者  
三  前二号に掲げる場合において、第四十六条第一項の審判の請求の登録の際現にその無効に
した商標登録に係る商標権についての専用使用権又はその商標権若しくは専用使用権について
の第三十一条第四項において準用する特許法第九十九条第一項 の効力を有する通常使用権を有
する者  
２  当該商標権者又は専用使用権者は、前項の規定により商標の使用をする権利を有する者か
ら相当の対価を受ける権利を有する。  
３  第三十二条第二項の規定は、第一項の場合に準用する。  
 
（特許権等の存続期間満了後の商標の使用をする権利）  
第三十三条の二  商標登録出願の日前又はこれと同日の特許出願に係る特許権がその商標登
録出願に係る商標権と抵触する場合において、その特許権の存続期間が満了したときは、その原
特許権者は、原特許権の範囲内において、その商標登録出願に係る指定商品若しくは指定役務又
はこれらに類似する商品若しくは役務についてその登録商標又はこれに類似する商標の使用を
する権利を有する。ただし、その使用が不正競争の目的でされない場合に限る。  
２  第三十二条第二項の規定は、前項の場合に準用する。  
３  前二項の規定は、商標登録出願の日前又はこれと同日の出願に係る実用新案権又は意匠権
がその商標登録出願に係る商標権と抵触する場合において、その実用新案権又は意匠権の存続期
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間が満了したときに準用する。  
 
第三十三条の三  商標登録出願の日前又はこれと同日の特許出願に係る特許権がその商標登
録出願に係る商標権と抵触する場合において、その特許権の存続期間が満了したときは、その満
了の際現にその特許権についての専用実施権又はその特許権若しくは専用実施権についての特
許法第九十九条第一項 の効力を有する通常実施権を有する者は、原権利の範囲内において、そ
の商標登録出願に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務につ
いてその登録商標又はこれに類似する商標の使用をする権利を有する。ただし、その使用が不正
競争の目的でされない場合に限る。  
２  第三十二条第二項及び第三十三条第二項の規定は、前項の場合に準用する。  
３  前二項の規定は、商標登録出願の日前又はこれと同日の出願に係る実用新案権又は意匠権
がその商標登録出願に係る商標権と抵触する場合において、その実用新案権又は意匠権の存続期
間が満了したときに準用する。  
 
（質権）  
第三十四条  商標権、専用使用権又は通常使用権を目的として質権を設定したときは、質権者
は、契約で別段の定めをした場合を除き、当該指定商品又は指定役務について当該登録商標の使
用をすることができない。  
２  特許法第九十六条 （物上代位）の規定は、商標権、専用使用権又は通常使用権を目的とす
る質権に準用する。  
３  特許法第九十八条第一項第三号 及び第二項 （登録の効果）の規定は、商標権又は専用使
用権を目的とする質権に準用する。  
４  特許法第九十九条第三項 （登録の効果）の規定は、通常使用権を目的とする質権に準用す
る。  
 
（特許法の準用）  
第三十五条  特許法第七十三条 （共有）、第七十六条（相続人がない場合の特許権の消滅）、第
九十七条第一項（放棄）並びに第九十八条第一項第一号及び第二項（登録の効果）の規定は、商
標権に準用する。この場合において、同法第九十八条第一項第一号 中「移転（相続その他の一
般承継によるものを除く。）」とあるのは、「分割、移転（相続その他の一般承継によるものを除
く。）」と読み替えるものとする。  
 
第二節 権利侵害  
 
（差止請求権）  
第三十六条  商標権者又は専用使用権者は、自己の商標権又は専用使用権を侵害する者又は侵
害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。  
２  商標権者又は専用使用権者は、前項の規定による請求をするに際し、侵害の行為を組成し
た物の廃棄、侵害の行為に供した設備の除却その他の侵害の予防に必要な行為を請求することが
できる。  
 
（侵害とみなす行為）  
第三十七条  次に掲げる行為は、当該商標権又は専用使用権を侵害するものとみなす。  
一  指定商品若しくは指定役務についての登録商標に類似する商標の使用又は指定商品若しく
は指定役務に類似する商品若しくは役務についての登録商標若しくはこれに類似する商標の使
用  
二  指定商品又は指定商品若しくは指定役務に類似する商品であつて、その商品又はその商品
の包装に登録商標又はこれに類似する商標を付したものを譲渡、引渡し又は輸出のために所持す
る行為  
三  指定役務又は指定役務若しくは指定商品に類似する役務の提供に当たりその提供を受ける
者の利用に供する物に登録商標又はこれに類似する商標を付したものを、これを用いて当該役務
を提供するために所持し、又は輸入する行為  
四  指定役務又は指定役務若しくは指定商品に類似する役務の提供に当たりその提供を受ける
者の利用に供する物に登録商標又はこれに類似する商標を付したものを、これを用いて当該役務
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を提供させるために譲渡し、引き渡し、又は譲渡若しくは引渡しのために所持し、若しくは輸入
する行為  
五  指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について登録商標又は
これに類似する商標の使用をするために登録商標又はこれに類似する商標を表示する物を所持
する行為  
六  指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について登録商標又は
これに類似する商標の使用をさせるために登録商標又はこれに類似する商標を表示する物を譲
渡し、引き渡し、又は譲渡若しくは引渡しのために所持する行為  
七  指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について登録商標又は
これに類似する商標の使用をし、又は使用をさせるために登録商標又はこれに類似する商標を表
示する物を製造し、又は輸入する行為  
八  登録商標又はこれに類似する商標を表示する物を製造するためにのみ用いる物を業として
製造し、譲渡し、引き渡し、又は輸入する行為  
 
（損害の額の推定等）  
第三十八条  商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を
侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がそ
の侵害の行為を組成した商品を譲渡したときは、その譲渡した商品の数量（以下この項において
「譲渡数量」という。）に、商標権者又は専用使用権者がその侵害の行為がなければ販売するこ
とができた商品の単位数量当たりの利益の額を乗じて得た額を、商標権者又は専用使用権者の使
用の能力に応じた額を超えない限度において、商標権者又は専用使用権者が受けた損害の額とす
ることができる。ただし、譲渡数量の全部又は一部に相当する数量を商標権者又は専用使用権者
が販売することができないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じた額を控除
するものとする。  
２  商標権者又は専用使用権者が故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害した
者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の
行為により利益を受けているときは、その利益の額は、商標権者又は専用使用権者が受けた損害
の額と推定する。  
３  商標権者又は専用使用権者は、故意又は過失により自己の商標権又は専用使用権を侵害し
た者に対し、その登録商標の使用に対し受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が受け
た損害の額としてその賠償を請求することができる。  
４  前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨げない。この場合にお
いて、商標権又は専用使用権を侵害した者に故意又は重大な過失がなかつたときは、裁判所は、
損害の賠償の額を定めるについて、これを参酌することができる。  
 
（特許法の準用）  
第三十九条  特許法第百三条 （過失の推定）、第百四条の二から第百五条の六まで（具体的態
様の明示義務、特許権者等の権利行使の制限、書類の提出等、損害計算のための鑑定、相当な損
害額の認定、秘密保持命令、秘密保持命令の取消し及び訴訟記録の閲覧等の請求の通知等）及び
第百六条（信用回復の措置）の規定は、商標権又は専用使用権の侵害に準用する。  
 
第三節 登録料  
 
（登録料）  
第四十条  商標権の設定の登録を受ける者は、登録料として、一件ごとに、三万七千六百円に
区分（指定商品又は指定役務が属する第六条第二項の政令で定める商品及び役務の区分をいう。
以下同じ。）の数を乗じて得た額を納付しなければならない。  
２  商標権の存続期間の更新登録の申請をする者は、登録料として、一件ごとに、四万八千五
百円に区分の数を乗じて得た額を納付しなければならない。  
３  前二項の規定は、国に属する商標権には、適用しない。  
４  第一項又は第二項の登録料は、商標権が国と国以外の者との共有に係る場合であつて持分
の定めがあるときは、第一項又は第二項の規定にかかわらず、これらに規定する登録料の金額に
国以外の者の持分の割合を乗じて得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。  
５  前項の規定により算定した登録料の金額に十円未満の端数があるときは、その端数は、切
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り捨てる。  
６  第一項又は第二項の登録料の納付は、経済産業省令で定めるところにより、特許印紙をも
つてしなければならない。ただし、経済産業省令で定める場合には、経済産業省令で定めるとこ
ろにより、現金をもつて納めることができる。  
 
（登録料の納付期限）  
第四十一条  前条第一項の規定による登録料は、商標登録をすべき旨の査定又は審決の謄本の
送達があつた日から三十日以内に納付しなければならない。  
２  特許庁長官は、登録料を納付すべき者の請求により、三十日以内を限り、前項に規定する
期間を延長することができる。  
３  前条第二項の規定による登録料は、更新登録の申請と同時に納付しなければならない。  
 
（登録料の分割納付）  
第四十一条の二  商標権の設定の登録を受ける者は、第四十条第一項の規定にかかわらず、登
録料を分割して納付することができる。この場合においては、商標登録をすべき旨の査定又は審
決の謄本の送達があつた日から三十日以内に、一件ごとに、二万千九百円に区分の数を乗じて得
た額を納付するとともに、商標権の存続期間の満了前五年までに、一件ごとに、二万千九百円に
区分の数を乗じて得た額を納付しなければならない。  
２  商標権の存続期間の更新登録の申請をする者は、第四十条第二項の規定にかかわらず、登
録料を分割して納付することができる。この場合においては、更新登録の申請と同時に、一件ご
とに、二万八千三百円に区分の数を乗じて得た額を納付するとともに、商標権の存続期間の満了
前五年までに、一件ごとに、二万八千三百円に区分の数を乗じて得た額を納付しなければならな
い。  
３  商標権者は、第一項又は前項の規定により商標権の存続期間の満了前五年までに納付すべ
き登録料を納付することができないときは、その期間が経過した後であつても、その期間の経過
後六月以内にその登録料を追納することができる。  
４  前項の規定により登録料を追納することができる期間内に、第一項又は第二項の規定によ
り商標権の存続期間の満了前五年までに納付すべきであつた登録料及び第四十三条第三項の割
増登録料を納付しないときは、その商標権は、存続期間の満了前五年の日にさかのぼつて消滅し
たものとみなす。  
５  第四十条第三項から第五項までの規定は、第一項及び第二項の場合に準用する。  
６  前条第二項の規定は、第一項の規定により商標登録をすべき旨の査定又は審決の謄本の送
達があつた日から三十日以内に納付しなければならない登録料を納付する場合に準用する。  
 
（利害関係人による登録料の納付）  
第四十一条の三  利害関係人は、納付すべき者の意に反しても、登録料（更新登録の申請と同
時に納付すべき登録料を除く。）を納付することができる。  
２  前項の規定により登録料を納付した利害関係人は、納付すべき者が現に利益を受ける限度
においてその費用の償還を請求することができる。  
 
（既納の登録料の返還）  
第四十二条  既納の登録料は、次に掲げるものに限り、納付した者の請求により返還する。  
一  過誤納の登録料  
二  第四十一条の二第一項又は第二項の規定により商標権の存続期間の満了前五年までに納付
すべき登録料（商標権の存続期間の満了前五年までに第四十三条の三第二項の取消決定又は商標
登録を無効にすべき旨の審決が確定した場合に限る。）  
２  前項の規定による登録料の返還は、同項第一号の登録料については納付した日から一年、
同項第二号の登録料については第四十三条の三第二項の取消決定又は審決が確定した日から六
月を経過した後は、請求することができない。  
 
（割増登録料）  
第四十三条  第二十条第三項又は第二十一条第一項の規定により更新登録の申請をする者は、
第四十条第二項の規定により納付すべき登録料のほか、その登録料と同額の割増登録料を納付し
なければならない。  
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２  第四十一条の二第二項の場合においては、前項に規定する者は、同条第二項の規定により
更新登録の申請と同時に納付すべき登録料のほか、その登録料と同額の割増登録料を納付しなけ
ればならない。  
３  第四十一条の二第三項の場合においては、商標権者は、同条第一項又は第二項の規定によ
り商標権の存続期間の満了前五年までに納付すべき登録料のほか、その登録料と同額の割増登録
料を納付しなければならない。  
４  前三項の割増登録料の納付は、経済産業省令で定めるところにより、特許印紙をもつてし
なければならない。ただし、経済産業省令で定める場合には、経済産業省令で定めるところによ
り、現金をもつて納めることができる。  
 
第四章の二 登録異議の申立て  
 
（登録異議の申立て）  
第四十三条の二  何人も、商標掲載公報の発行の日から二月以内に限り、特許庁長官に、商標
登録が次の各号のいずれかに該当することを理由として登録異議の申立てをすることができる。
この場合において、二以上の指定商品又は指定役務に係る商標登録については、指定商品又は指
定役務ごとに登録異議の申立てをすることができる。  
一  その商標登録が第三条、第四条第一項、第七条の二第一項、第八条第一項、第二項若しく
は第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、第五十三
条第二項又は第七十七条第三項において準用する特許法第二十五条 の規定に違反してされたこ
と。  
二  その商標登録が条約に違反してされたこと。  
 
（決定）  
第四十三条の三  登録異議の申立てについての審理及び決定は、三人又は五人の審判官の合議
体が行う。  
２  審判官は、登録異議の申立てに係る商標登録が前条各号の一に該当すると認めるときは、
その商標登録を取り消すべき旨の決定（以下「取消決定」という。）をしなければならない。  
３  取消決定が確定したときは、その商標権は、初めから存在しなかつたものとみなす。  
４  審判官は、登録異議の申立てに係る商標登録が前条各号の一に該当すると認めないときは、
その商標登録を維持すべき旨の決定をしなければならない。  
５  前項の決定に対しては、不服を申し立てることができない。  
 
（申立ての方式等）  
第四十三条の四  登録異議の申立てをする者は、次に掲げる事項を記載した登録異議申立書を
特許庁長官に提出しなければならない。  
一  登録異議申立人及び代理人の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  登録異議の申立てに係る商標登録の表示  
三  登録異議の申立ての理由及び必要な証拠の表示  
２  前項の規定により提出した登録異議申立書の補正は、その要旨を変更するものであつては
ならない。ただし、第四十三条の二に規定する期間の経過後三十日を経過するまでに前項第三号
に掲げる事項についてする補正については、この限りでない。  
３  特許庁長官は、遠隔又は交通不便の地にある者のため、請求により又は職権で、前項に規
定する期間を延長することができる。  
４  審判長は、登録異議申立書の副本を商標権者に送付しなければならない。  
５  第四十六条第三項の規定は、登録異議の申立てがあつた場合に準用する。  
 
（審判官の指定等）  
第四十三条の五  第五十六条第一項において準用する特許法第百三十六条第二項 及び第百三
十七条 から第百四十四条 までの規定は、第四十三条の三第一項の合議体及びこれを構成する審
判官に準用する。  
 
（審判書記官）  
第四十三条の五の二  特許庁長官は、各登録異議申立事件について審判書記官を指定しなけれ
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ばならない。  
２  第五十六条第一項において準用する特許法第百四十四条の二第三項 から第五項 までの規
定は、前項の審判書記官に準用する。  
 
（審理の方式等）  
第四十三条の六  登録異議の申立てについての審理は、書面審理による。ただし、審判長は、
商標権者、登録異議申立人若しくは参加人の申立てにより、又は職権で、口頭審理によるものと
することができる。  
２  第五十六条第一項において準用する特許法第百四十五条第三項 から第五項 まで、第百四
十六条及び第百四十七条の規定は、前項ただし書の規定による口頭審理に準用する。  
３  共有に係る商標権の商標権者の一人について、登録異議の申立てについての審理及び決定
の手続の中断又は中止の原因があるときは、その中断又は中止は、共有者全員についてその効力
を生ずる。  
 
（参加）  
第四十三条の七  商標権についての権利を有する者その他商標権に関し利害関係を有する者
は、登録異議の申立てについての決定があるまでは、商標権者を補助するため、その審理に参加
することができる。  
２  第五十六条第一項において準用する特許法第百四十八条第四項 及び第五項 並びに第百四
十九条 の規定は、前項の規定による参加人に準用する。  
 
（証拠調べ及び証拠保全）  
第四十三条の八  第五十六条第一項において準用する特許法第百五十条 及び第百五十一条 
の規定は、登録異議の申立てについての審理における証拠調べ及び証拠保全に準用する。  
 
（職権による審理）  
第四十三条の九  登録異議の申立てについての審理においては、商標権者、登録異議申立人又
は参加人が申し立てない理由についても、審理することができる。  
２  登録異議の申立てについての審理においては、登録異議の申立てがされていない指定商品
又は指定役務については、審理することができない。  
 
（申立ての併合又は分離）  
第四十三条の十  同一の商標権に係る二以上の登録異議の申立てについては、その審理は、特
別の事情がある場合を除き、併合するものとする。  
２  前項の規定により審理を併合したときは、更にその審理の分離をすることができる。  
 
（申立ての取下げ）  
第四十三条の十一  登録異議の申立ては、次条の規定による通知があつた後は、取り下げるこ
とができない。  
２  第五十六条第二項において準用する特許法第百五十五条第三項 の規定は、登録異議の申立
ての取下げに準用する。  
 
（取消理由の通知）  
第四十三条の十二  審判長は、取消決定をしようとするときは、商標権者及び参加人に対し、
商標登録の取消しの理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えなけれ
ばならない。  
 
（決定の方式）  
第四十三条の十三  登録異議の申立てについての決定は、次に掲げる事項を記載した文書をも
つて行わなければならない。  
一  登録異議申立事件の番号  
二  商標権者、登録異議申立人及び参加人並びに代理人の氏名又は名称及び住所又は居所  
三  決定に係る商標登録の表示  
四  決定の結論及び理由  
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五  決定の年月日  
２  特許庁長官は、決定があつたときは、決定の謄本を商標権者、登録異議申立人、参加人及
び登録異議の申立てについての審理に参加を申請してその申請を拒否された者に送達しなけれ
ばならない。  
 
（審判の規定の準用）  
第四十三条の十四  第五十六条第一項において準用する特許法第百三十三条 、第百三十三条の
二、第百三十四条第四項、第百三十五条、第百五十二条、第百六十八条、第百六十九条第三項か
ら第六項まで及び第百七十条の規定は、登録異議の申立てについての審理及び決定に準用する。  
２  第四十三条の三第五項の規定は、前項において準用する特許法第百三十五条 の規定による
決定に準用する。  
 
第五章 審判  
 
（拒絶査定に対する審判）  
第四十四条  拒絶をすべき旨の査定を受けた者は、その査定に不服があるときは、その査定の
謄本の送達があつた日から三十日以内に審判を請求することができる。  
２  前項の審判を請求する者がその責めに帰することができない理由により同項に規定する期
間内にその請求をすることができないときは、同項の規定にかかわらず、その理由がなくなつた
日から十四日（在外者にあつては、二月）以内でその期間の経過後六月以内にその請求をするこ
とができる。  
 
（補正の却下の決定に対する審判）  
第四十五条  第十六条の二第一項の規定による却下の決定を受けた者は、その決定に不服があ
るときは、その決定の謄本の送達があつた日から三十日以内に審判を請求することができる。た
だし、第十七条の二第一項において準用する意匠法第十七条の三第一項 に規定する新たな商標
登録出願をしたときは、この限りでない。  
２  前条第二項の規定は、前項の審判の請求に準用する。  
 
（商標登録の無効の審判）  
第四十六条  商標登録が次の各号のいずれかに該当するときは、その商標登録を無効にするこ
とについて審判を請求することができる。この場合において、商標登録に係る指定商品又は指定
役務が二以上のものについては、指定商品又は指定役務ごとに請求することができる。  
一  その商標登録が第三条、第四条第一項、第七条の二第一項、第八条第一項、第二項若しく
は第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、第五十三
条第二項又は第七十七条第三項において準用する特許法第二十五条 の規定に違反してされたと
き。  
二  その商標登録が条約に違反してされたとき。  
三  その商標登録がその商標登録出願により生じた権利を承継しない者の商標登録出願に対し
てされたとき。  
四  商標登録がされた後において、その商標権者が第七十七条第三項において準用する特許法
第二十五条 の規定により商標権を享有することができない者になつたとき、又はその商標登録
が条約に違反することとなつたとき。  
五  商標登録がされた後において、その登録商標が第四条第一項第一号から第三号まで、第五
号、第七号又は第十六号に掲げる商標に該当するものとなつているとき。  
六  地域団体商標の商標登録がされた後において、その商標権者が組合等に該当しなくなつた
とき、又はその登録商標が商標権者若しくはその構成員の業務に係る商品若しくは役務を表示す
るものとして需要者の間に広く認識されているもの若しくは第七条の二第一項各号に該当する
ものでなくなつているとき。  
２  前項の審判は、商標権の消滅後においても、請求することができる。  
３  審判長は、第一項の審判の請求があつたときは、その旨を当該商標権についての専用使用
権者その他その商標登録に関し登録した権利を有する者に通知しなければならない。  
 
第四十六条の二  商標登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、商標権は、初めから存
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在しなかつたものとみなす。ただし、商標登録が前条第一項第四号から第六号までに該当する場
合において、その商標登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、商標権は、その商標登録
が同項第四号から第六号までに該当するに至つた時から存在しなかつたものとみなす。  
２  前項ただし書の場合において、商標登録が前条第一項第四号から第六号までに該当するに
至つた時を特定できないときは、商標権は、その商標登録を無効にすべき旨の審判の請求の登録
の日から存在しなかつたものとみなす。  
 
第四十七条  商標登録が第三条、第四条第一項第八号若しくは第十一号から第十四号まで若し
くは第八条第一項、第二項若しくは第五項の規定に違反してされたとき、商標登録が第四条第一
項第十号若しくは第十七号の規定に違反してされたとき（不正競争の目的で商標登録を受けた場
合を除く。）、商標登録が第四条第一項第十五号の規定に違反してされたとき（不正の目的で商標
登録を受けた場合を除く。）又は商標登録が第四十六条第一項第三号に該当するときは、その商
標登録についての同項の審判は、商標権の設定の登録の日から五年を経過した後は、請求するこ
とができない。  
２  商標登録が第七条の二第一項の規定に違反してされた場合（商標が使用をされた結果商標
登録出願人又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需要者の間に広く
認識されているものでなかつた場合に限る。）であつて、商標権の設定の登録の日から五年を経
過し、かつ、その登録商標が商標権者又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するもの
として需要者の間に広く認識されているときは、その商標登録についての第四十六条第一項の審
判は、請求することができない。  
 
第四十八条  削除  
 
第四十九条  削除  
 
（商標登録の取消しの審判）  
第五十条  継続して三年以上日本国内において商標権者、専用使用権者又は通常使用権者のい
ずれもが各指定商品又は指定役務についての登録商標（書体のみに変更を加えた同一の文字から
なる商標、平仮名、片仮名及びローマ字の文字の表示を相互に変更するものであつて同一の称呼
及び観念を生ずる商標、外観において同視される図形からなる商標その他の当該登録商標と社会
通念上同一と認められる商標を含む。以下この条において同じ。）の使用をしていないときは、
何人も、その指定商品又は指定役務に係る商標登録を取り消すことについて審判を請求すること
ができる。  
２  前項の審判の請求があつた場合においては、その審判の請求の登録前三年以内に日本国内
において商標権者、専用使用権者又は通常使用権者のいずれかがその請求に係る指定商品又は指
定役務のいずれかについての登録商標 の使用をしていることを被請求人が証明しない限り、商
標権者は、その指定商品又は指定役務に係る商標登録の取消しを免れない。ただし、その指定商
品又は指定役務についてその登録商標の使用をしていないことについて正当な理由があること
を被請求人が明らかにしたときは、この限りでない。  
３  第一項の審判の請求前三月からその審判の請求の登録の日までの間に、日本国内において
商標権者、専用使用権者又は通常使用権者のいずれかがその請求に係る指定商品又は指定役務に
ついての登録商標の使用をした場合であつて、その登録商標の使用がその審判の請求がされるこ
とを知つた後であることを請求人が証明したときは、その登録商標の使用は第一項に規定する登
録商標の使用に該当しないものとする。ただし、その登録商標の使用をしたことについて正当な
理由があることを被請求人が明らかにしたときは、この限りでない。  
 
第五十一条  商標権者が故意に指定商品若しくは指定役務についての登録商標に類似する商標
の使用又は指定商品若しくは指定役務に類似する商品若しくは役務についての登録商標若しく
はこれに類似する商標の使用であつて商品の品質若しくは役務の質の誤認又は他人の業務に係
る商品若しくは役務と混同を生ずるものをしたときは、何人も、その商標登録を取り消すことに
ついて審判を請求することができる。  
２  商標権者であつた者は、前項の規定により商標登録を取り消すべき旨の審決が確定した日
から五年を経過した後でなければ、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに
類似する商品若しくは役務について、その登録商標又はこれに類似する商標についての商標登録
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を受けることができない。  
 
第五十二条  前条第一項の審判は、商標権者の同項に規定する商標の使用の事実がなくなつた
日から五年を経過した後は、請求することができない。  
 
第五十二条の二  商標権が移転された結果、同一の商品若しくは役務について使用をする類似
の登録商標又は類似の商品若しくは役務について使用をする同一若しくは類似の登録商標に係
る商標権が異なつた商標権者に属することとなつた場合において、その一の登録商標に係る商標
権者が不正競争の目的で指定商品又は指定役務についての登録商標の使用であつて他の登録商
標に係る商標権者、専用使用権者又は通常使用権者の業務に係る商品又は役務と混同を生ずるも
のをしたときは、何人も、その商標登録を取り消すことについて審判を請求することができる。  
２  第五十一条第二項及び前条の規定は、前項の審判に準用する。  
 
第五十三条  専用使用権者又は通常使用権者が指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似
する商品若しくは役務についての登録商標又はこれに類似する商標の使用であつて商品の品質
若しくは役務の質の誤認又は他人の業務に係る商品若しくは役務と混同を生ずるものをしたと
きは、何人も、当該商標登録を取り消すことについて審判を請求することができる。ただし、当
該商標権者がその事実を知らなかつた場合において、相当の注意をしていたときは、この限りで
ない。  
２  当該商標権者であつた者又は専用使用権者若しくは通常使用権者であつた者であつて前項
に規定する使用をしたものは、同項の規定により商標登録を取り消すべき旨の審決が確定した日
から五年を経過した後でなければ、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに
類似する商品若しくは役務について、その登録商標又はこれに類似する商標についての商標登録
を受けることができない。  
３  第五十二条の規定は、第一項の審判に準用する。  
 
第五十三条の二  登録商標がパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の
締約国において商標に関する権利（商標権に相当する権利に限る。）を有する者の当該権利に係
る商標又はこれに類似する商標であつて当該権利に係る商品若しくは役務又はこれらに類似す
る商品若しくは役務を指定商品又は指定役務とするものであり、かつ、その商標登録出願が、正
当な理由がないのに、その商標に関する権利を有する者の承諾を得ないでその代理人若しくは代
表者又は当該商標登録出願の日前一年以内に代理人若しくは代表者であつた者によつてされた
ものであるときは、その商標に関する権利を有する者は、当該商標登録を取り消すことについて
審判を請求することができる。  
 
第五十三条の三  前条の審判は、商標権の設定の登録の日から五年を経過した後は、請求する
ことができない。  
 
第五十四条  商標登録を取り消すべき旨の審決が確定したときは、商標権は、その後消滅する。  
２  前項の規定にかかわらず、第五十条第一項の審判により商標登録を取り消すべき旨の審決
が確定したときは、商標権は、同項の審判の請求の登録の日に消滅したものとみなす。  
 
第五十五条  第四十六条第三項の規定は、第五十条第一項、第五十一条第一項、第五十二条の
二第一項、第五十三条第一項又は第五十三条の二の審判の請求があつた場合に準用する。  
 
（拒絶査定に対する審判における特則）  
第五十五条の二  第十五条の二及び第十五条の三の規定は、第四十四条第一項の審判において
査定の理由と異なる拒絶の理由を発見した場合に準用する。  
２  第十六条の規定は、第四十四条第一項の審判の請求を理由があるとする場合に準用する。
ただし、次条第一項において準用する特許法第百六十条第一項 の規定によりさらに審査に付す
べき旨の審決をするときは、この限りでない。  
３  第十六条の二及び意匠法第十七条の三 の規定は、第四十四条第一項の審判に準用する。こ
の場合において、第十六条の二第四項中「第四十五条第一項の審判を請求したとき」とあるのは、
「第六十三条第一項の訴えを提起したとき」と読み替えるものとする。  
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（特許法の準用）  
第五十六条  特許法第百三十一条第一項 、第百三十一条の二第一項、第百三十二条から第百三
十三条の二まで、第百三十四条第一項、第三項及び第四項、第百三十五条から第百五十四条まで、
第百五十五条第一項及び第二項、第百五十六条から第百五十八条まで、第百六十条第一項及び第
二項、第百六十一条並びに第百六十七条から第百七十条まで（審決の効果、審判の請求、審判官、
審判の手続、訴訟との関係及び審判における費用）の規定は、審判に準用する。この場合におい
て、同法第百三十一条の二第一項 中「特許無効審判以外の審判を請求する場合における同項第
三号 に掲げる請求の理由についてされるとき、又は次項の規定による審判長の許可があつたと
き」とあるのは「商標法第四十六条第一項の審判以外の審判を請求する場合における同法第五十
六条第一項において準用する特許法第百三十一条第一項第三号 に掲げる請求の理由についてさ
れるとき」と、同法第百三十二条第一項 及び第百六十七条 中「特許無効審判又は延長登録無効
審判」とあり、並びに同法第百四十五条第一項 及び第百六十九条第一項 中「特許無効審判及び
延長登録無効審判」とあるのは「商標法第四十六条第一項、第五十条第一項、第五十一条第一項、
第五十二条の二第一項、第五十三条第一項又は第五十三条の二の審判」と、同法第百三十九条第
一号、第二号及び第五号中「当事者若しくは参加人」とあるのは「当事者、参加人若しくは登録
異議申立人」と、同条第三号中「当事者又は参加人」とあるのは「当事者、参加人又は登録異議
申立人」と、同法第百六十一条中「拒絶査定不服審判」とあり、及び同法第百六十九条第三項中
「拒絶査定不服審判及び訂正審判」とあるのは「商標法第四十四条第一項又は第四十五条第一項
の審判」と、同法第百六十八条第一項中「他の審判の審決」とあるのは「登録異議の申立てにつ
いての決定若しくは他の審判の審決」と読み替えるものとする。  
２  特許法第百五十五条第三項 （審判の請求の取下げ）の規定は、第四十六条第一項の審判に
準用する。  
 
（意匠法の準用）  
第五十六条の二  意匠法第五十一条 の規定は、第四十五条第一項の審判に準用する。  
 
第六章 再審及び訴訟  
 
（再審の請求）  
第五十七条  確定した取消決定及び確定審決に対しては、当事者又は参加人は、再審を請求す
ることができる。  
２  民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）第三百三十八条第一項 及び第二項 並びに第三百三
十九条 （再審の事由）の規定は、前項の再審の請求に準用する。  
 
第五十八条  審判の請求人及び被請求人が共謀して第三者の権利又は利益を害する目的をもつ
て審決をさせたときは、その第三者は、その確定審決に対し再審を請求することができる。  
２  前項の再審は、その請求人及び被請求人を共同被請求人として請求しなければならない。  
 
（再審により回復した商標権の効力の制限）  
第五十九条  取り消し、若しくは無効にした商標登録に係る商標権が再審により回復したとき
は、商標権の効力は、次に掲げる行為には、及ばない。  
一  当該取消決定又は審決が確定した後再審の請求の登録前における当該指定商品又は指定役
務についての当該登録商標の善意の使用  
二  当該取消決定又は審決が確定した後再審の請求の登録前に善意にした第三十七条各号に掲
げる行為  
 
第六十条  取り消し、若しくは無効にした商標登録に係る商標権が再審により回復した場合、
又は拒絶をすべき旨の審決があつた商標登録出願について再審により商標権の設定の登録があ
つた場合において、当該取消決定又は審決が確定した後再審の請求の登録前に善意に日本国内に
おいて当該指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について当該登
録商標又はこれに類似する商標の使用をした結果、再審の請求の登録の際現にその商標が自己の
業務に係る商品又は役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されているときは、その者
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は、継続してその商品又は役務についてその商標の使用をする場合は、その商品又は役務につい
てその商標の使用をする権利を有する。当該業務を承継した者についても、同様とする。  
２  第三十二条第二項の規定は、前項の場合に準用する。  
 
（審判の規定の準用）  
第六十条の二  第四十三条の三、第四十三条の五から第四十三条の九まで、第四十三条の十二
から第四十三条の十四まで、第五十六条第一項において準用する特許法第百三十一条第一項 、
第百三十一条の二第一項本文、第百三十二条第三項、第百五十四条、第百五十五条第一項及び第
百五十六条並びに第五十六条第二項において準用する同法第百五十五条第三項 の規定は、確定
した取消決定に対する再審に準用する。  
２  第五十五条の二の規定は、第四十四条第一項の審判の確定審決に対する再審に準用する。  
３  第五十六条の二の規定は、第四十五条第一項の審判の確定審決に対する再審に準用する。  
 
（特許法の準用）  
第六十一条  特許法第百七十三条 （再審の請求期間）並びに第百七十四条第二項 及び第四項 
（審判の規定等の準用）の規定は、再審に準用する。この場合において、同法第百七十三条第一
項 及び第三項 から第五項 までの規定中「審決」とあるのは「取消決定又は審決」と、同法第
百七十四条第二項 中「特許無効審判又は延長登録無効審判」とあるのは「商標法第四十六条第
一項、第五十条第一項、第五十一条第一項、第五十二条の二第一項、第五十三条第一項又は第五
十三条の二の審判」と読み替えるものとする。  
 
（意匠法の準用）  
第六十二条  意匠法第五十八条第二項 （審判の規定の準用）の規定は、第四十四条第一項の審
判の確定審決に対する再審に準用する。  
２  意匠法第五十八条第三項 の規定は、第四十五条第一項の審判の確定審決に対する再審に準
用する。  
 
（審決等に対する訴え）  
第六十三条  取消決定又は審決に対する訴え、第五十五条の二第三項（第六十条の二第二項に
おいて準用する場合を含む。）において準用する第十六条の二第一項の規定による却下の決定に
対する訴え及び登録異議申立書又は審判若しくは再審の請求書の却下の決定に対する訴えは、東
京高等裁判所の専属管轄とする。  
２  特許法第百七十八条第二項 から第六項 まで（出訴期間等）、第百七十九条から第百八十条
の二まで（被告適格、出訴の通知及び審決取消訴訟における特許庁長官の意見）、第百八十一条
第一項及び第五項（審決又は決定の取消し）並びに第百八十二条（裁判の正本の送付）の規定は、
前項の訴えに準用する。この場合において、同法第百七十八条第二項 中「当該審判」とあるの
は「当該登録異議の申立てについての審理、審判」と、同法第百七十九条 中「特許無効審判若
しくは延長登録無効審判」とあるのは「商標法第四十六条第一項、第五十条第一項、第五十一条
第一項、第五十二条の二第一項、第五十三条第一項若しくは第五十三条の二の審判」と読み替え
るものとする。  
 
（不服申立てと訴訟との関係）  
第六十三条の二  特許法第百八十四条の二 （不服申立てと訴訟との関係）の規定は、この法
律又はこの法律に基づく命令の規定による処分（第七十七条第七項に規定する処分を除く。）の
取消しの訴えに準用する。  
 
第七章 防護標章  
 
（防護標章登録の要件）  
第六十四条  商標権者は、商品に係る登録商標が自己の業務に係る指定商品を表示するものと
して需要者の間に広く認識されている場合において、その登録商標に係る指定商品及びこれに類
似する商品以外の商品又は指定商品に類似する役務以外の役務について他人が登録商標の使用
をすることによりその商品又は役務と自己の業務に係る指定商品とが混同を生ずるおそれがあ
るときは、そのおそれがある商品又は役務について、その登録商標と同一の標章についての防護
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標章登録を受けることができる。  
２  商標権者は、役務に係る登録商標が自己の業務に係る指定役務を表示するものとして需要
者の間に広く認識されている場合において、その登録商標に係る指定役務及びこれに類似する役
務以外の役務又は指定役務に類似する商品以外の商品について他人が登録商標の使用をするこ
とによりその役務又は商品と自己の業務に係る指定役務とが混同を生ずるおそれがあるときは、
そのおそれがある役務又は商品について、その登録商標と同一の標章についての防護標章登録を
受けることができる。  
３  地域団体商標に係る商標権に係る防護標章登録についての前二項の規定の適用については、
これらの規定中「自己の」とあるのは、「自己又はその構成員の」とする。  
 
（出願の変更）  
第六十五条  商標登録出願人は、その商標登録出願を防護標章登録出願に変更することができ
る。  
２  前項の規定による出願の変更は、商標登録出願について査定又は審決が確定した後は、す
ることができない。  
３  第十条第二項及び第三項並びに第十一条第五項の規定は、第一項の規定による出願の変更
の場合に準用する。  
 
（防護標章登録に基づく権利の存続期間）  
第六十五条の二  防護標章登録に基づく権利の存続期間は、設定の登録の日から十年をもつて
終了する。  
２  防護標章登録に基づく権利の存続期間は、更新登録の出願により更新することができる。
ただし、その登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録を受けることができるもので
なくなつたときは、この限りでない。  
 
（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録）  
第六十五条の三  防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、次に掲
げる事項を記載した願書を特許庁長官に提出しなければならない。  
一  出願人の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  防護標章登録の登録番号  
三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項  
２  更新登録の出願は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の満了前六月から満了の日まで
の間にしなければならない。  
３  防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願をする者は、その責めに帰するこ
とができない理由により前項の規定により更新登録の出願をすることができる期間内にその出
願ができなかつたときは、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）以内
でその期間の経過後六月以内に限り、その出願をすることができる。  
４  防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願があつたときは、存続期間は、そ
の満了の時（前項の規定による出願があつたときは、その出願の時）に更新されたものとみなす。
ただし、その出願について拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定し、又は防護標章登録に基
づく権利の存続期間を更新した旨の登録があつたときは、この限りでない。  
 
第六十五条の四  審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願が次の各
号の一に該当するときは、その出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。  
一  その出願に係る登録防護標章が第六十四条の規定により防護標章登録を受けることができ
るものでなくなつたとき。  
二  その出願をした者が当該防護標章登録に基づく権利を有する者でないとき。  
２  審査官は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願について拒絶の理由を
発見しないときは、更新登録をすべき旨の査定をしなければならない。  
 
第六十五条の五  第十四条及び第十五条の二並びに特許法第四十八条 （審査官の除斥）及び
第五十二条 （査定の方式）の規定は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願
の審査に準用する。  
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（防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新の登録）  
第六十五条の六  次条第二項の規定による登録料の納付があつたときは、防護標章登録に基づ
く権利の存続期間を更新した旨の登録をする。  
２  前項の登録があつたときは、次に掲げる事項を商標公報に掲載しなければならない。  
一  防護標章登録に基づく権利を有する者の氏名又は名称及び住所又は居所  
二  登録番号及び更新登録の年月日  
三  前二号に掲げるもののほか、必要な事項  
 
（登録料）  
第六十五条の七  防護標章登録に基づく権利の設定の登録を受ける者は、登録料として、一件
ごとに、三万七千六百円に区分の数を乗じて得た額を納付しなければならない。  
２  防護標章登録に基づく権利の存続期間を更新した旨の登録を受ける者は、登録料として、
一件ごとに、四万千八百円に区分の数を乗じて得た額を納付しなければならない。  
３  第四十条第三項から第五項までの規定は、前二項の場合に準用する。  
 
（登録料の納付期限）  
第六十五条の八  前条第一項の規定による登録料は、防護標章登録をすべき旨の査定又は審決
の謄本の送達があつた日から三十日以内に納付しなければならない。  
２  前条第二項の規定による登録料は、防護標章登録に基づく権利の存続期間の更新登録をす
べき旨の査定又は審決の謄本の送達があつた日（防護標章登録に基づく権利の存続期間の満了前
にその送達があつたときは、存続期間の満了の日）から三十日以内に納付しなければならない。  
３  特許庁長官は、登録料を納付すべき者の請求により、三十日以内を限り、前二項に規定す
る期間を延長することができる。  
 
（利害関係人による登録料の納付）  
第六十五条の九  利害関係人は、納付すべき者の意に反しても、第六十五条の七第一項又は第
二項の規定による登録料を納付することができる。  
２  前項の規定により登録料を納付した利害関係人は、納付すべき者が現に利益を受ける限度
においてその費用の償還を請求することができる。  
 
（過誤納の登録料の返還）  
第六十五条の十  過誤納に係る第六十五条の七第一項又は第二項の規定による登録料は、納付
した者の請求により返還する。  
２  前項の規定による登録料の返還は、納付した日から一年を経過した後は、請求することが
できない。  
 
（防護標章登録に基づく権利の附随性）  
第六十六条  防護標章登録に基づく権利は、当該商標権を分割したときは、消滅する。  
２  防護標章登録に基づく権利は、当該商標権を移転したときは、その商標権に従つて移転す
る。  
３  防護標章登録に基づく権利は、当該商標権が消滅したときは、消滅する。  
４  第二十条第四項の規定により商標権が消滅したものとみなされた場合において、第二十一
条第二項の規定により回復した当該商標権に係る防護標章登録に基づく権利の効力は、第二十条
第三項に規定する更新登録の申請をすることができる期間の経過後第二十一条第一項の申請に
より商標権の存続期間を更新した旨の登録がされる前における次条各号に掲げる行為には、及ば
ない。  
 
（侵害とみなす行為）  
第六十七条  次に掲げる行為は、当該商標権又は専用使用権を侵害するものとみなす。  
一  指定商品又は指定役務についての登録防護標章の使用  
二  指定商品であつて、その商品又はその商品の包装に登録防護標章を付したものを譲渡、引
渡し又は輸出のために所持する行為  
三  指定役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に登録防護標章を付したも
のを、これを用いて当該指定役務を提供するために所持し、又は輸入する行為  
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四  指定役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に登録防護標章を付したも
のを、これを用いて当該指定役務を提供させるために譲渡し、引き渡し、又は譲渡若しくは引渡
しのために所持し、若しくは輸入する行為  
五  指定商品又は指定役務について登録防護標章の使用をするために登録防護標章を表示する
物を所持する行為  
六  指定商品又は指定役務について登録防護標章の使用をさせるために登録防護標章を表示す
る物を譲渡し、引き渡し、又は譲渡若しくは引渡しのために所持する行為  
七  指定商品又は指定役務について登録防護標章の使用をし、又は使用をさせるために登録防
護標章を表示する物を製造し、又は輸入する行為  
 
（商標に関する規定の準用）  
第六十八条  第五条、第五条の二、第六条第一項及び第二項、第九条の二から第十条まで、第
十二条の二、第十三条第一項並びに第十三条の二の規定は、防護標章登録出願に準用する。この
場合において、第五条第一項中「三 指定商品又は指定役務並びに第六条第二項の政令で定める
商品及び役務の区分」とあるのは「三 指定商品又は指定役務並びに第六条第二項の政令で定め
る商品及び役務の区分 四 防護標章登録出願に係る商標登録の登録番号」と、第五条の二第一
項中「四 指定商品又は指定役務の記載がないとき。」とあるのは「四 指定商品又は指定役務
の記載がないとき。 五 防護標章登録出願に係る商標登録の登録番号の記載がないとき。」と、
第十三条の二第五項中「第三十七条」とあるのは「第六十七条（第一号に係る部分を除く。）」と
読み替えるものとする。  
２  第十四条から第十五条の二まで及び第十六条から第十七条の二までの規定は、防護標章登
録出願の審査に準用する。この場合において、第十五条第一号中「第三条、第四条第一項、第七
条の二第一項、第八条第二項若しくは第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項におい
て準用する場合を含む。）、第五十三条第二項」とあるのは、「第六十四条」と読み替えるものと
する。  
３  第十八条、第二十六条から第二十八条の二まで、第三十二条から第三十三条の三まで、第
三十五条、第三十九条において準用する特許法第百四条の三 及び第六十九条 の規定は、防護標
章登録に基づく権利に準用する。この場合において、第十八条第二項中「第四十条第一項の規定
による登録料又は第四十一条の二第一項の規定により商標登録をすべき旨の査定若しくは審決
の謄本の送達があつた日から三十日以内に納付すべき登録料」とあるのは、「第六十五条の七第
一項の規定による登録料」と読み替えるものとする。  
４  第四十三条の二から第四十五条まで、第四十六条（第一項第六号を除く。）、第四十六条の
二、第五十三条の二、第五十三条の三、第五十四条第一項及び第五十五条の二から第五十六条の
二までの規定は、防護標章登録に係る登録異議の申立て及び審判に準用する。この場合において、
第四十三条の二第一号及び第四十六条第一項第一号中「第三条、第四条第一項、第七条の二第一
項、第八条第一項、第二項若しくは第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項において
準用する場合を含む。）、第五十三条第二項」とあるのは「第六十四条」と、同項第五号中「その
登録商標が第四条第一項第一号から第三号まで、第五号、第七号又は第十六号に掲げる商標に該
当するものとなつているとき」とあるのは「その商標登録が第六十四条の規定に違反することと
なつたとき」と読み替えるものとする。  
５  第五十七条から第六十三条の二までの規定は、防護標章登録に係る再審及び訴訟に準用す
る。この場合において、第五十九条第二号中「第三十七条各号」とあるのは「第六十七条第二号
から第七号まで」と、第六十条中「商標登録に係る商標権」とあるのは「防護標章登録に係る防
護標章登録に基づく権利」と、「商標登録出願」とあるのは「防護標章登録出願若しくは防護標
章登録に基づく権利の存続期間の更新登録の出願」と、「商標権の設定の登録」とあるのは「防
護標章登録に基づく権利の設定の登録若しくは防護標章登録に基づく権利の存続期間を更新し
た旨の登録」と、「又はこれらに類似する商品若しくは役務について当該登録商標又はこれに類
似する商標」とあるのは「について当該登録防護標章と同一の商標」と読み替えるものとする。  
   第七章の二 マドリッド協定の議定書に基づく特例  
 
第一節 国際登録出願  
 
（国際登録出願）  
第六十八条の二  日本国民又は日本国内に住所若しくは居所（法人にあつては、営業所）を有
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する外国人であつて標章の国際登録に関するマドリッド協定の千九百八十九年六月二十七日に
マドリッドで採択された議定書（以下「議定書」という。）第二条(1)に規定する国際登録（以下
「国際登録」という。）を受けようとする者は、特許庁長官に次の各号のいずれかを基礎とした
議定書第二条(2)に規定する出願（以下「国際登録出願」という。）をしなければならない。この
場合において、経済産業省令で定める要件に該当するときには、二人以上が共同して国際登録出
願をすることができる。  
一  特許庁に係属している自己の商標登録出願又は防護標章登録出願（以下「商標登録出願等」
という。）  
二  自己の商標登録又は防護標章登録（以下「商標登録等」という。）  
２  国際登録出願をしようとする者は、経済産業省令で定めるところにより外国語で作成した
願書及び必要な書面を提出しなければならない。  
３  願書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  
一  国際登録出願に係る商標の保護を求める議定書の締約国の国名  
二  国際登録出願に係る商標の保護を求める商品又は役務並びに第六条第二項の政令で定める
商品及び役務の区分  
４  国際登録出願に係る商標又は標章について議定書第三条(3)の規定の適用を受けようとす
る者は、その旨及び付した色彩又はその組合せを願書に記載し、かつ、その色彩を付した商標登
録出願等に係る商標若しくは標章又は登録商標若しくは登録防護標章の写しを願書に添付しな
ければならない。  
 
第六十八条の三  特許庁長官は、国際登録出願の願書及び必要な書面を議定書第二条(1)に規
定する国際事務局（以下「国際事務局」という。）に送付しなければならない。  
２  特許庁長官は前項の場合において、願書の記載事項とその基礎とした商標登録出願等又は
商標登録等の記載事項が一致するときは、その旨及び国際登録出願の受理の日を願書に記載しな
ければならない。  
３  第一項の場合において、特許庁長官は国際事務局に送付した国際登録出願の願書の写しを
当該国際登録出願の出願人に対して送付する。  
 
（事後指定）  
第六十八条の四  国際登録の名義人は、経済産業省令で定めるところにより、議定書第三条の
三に規定する領域指定（以下「領域指定」という。）であつて国際登録後のもの（以下「事後指
定」という。）を特許庁長官にすることができる。  
 
（国際登録の存続期間の更新の申請）  
第六十八条の五  国際登録の名義人は、経済産業省令で定めるところにより、議定書第七条(1)
に規定する国際登録の存続期間の更新（以下「国際登録の存続期間の更新」という。）の申請を
特許庁長官にすることができる。  
 
（国際登録の名義人の変更の記録の請求）  
第六十八条の六  国際登録の名義人又はその譲受人は、経済産業省令で定めるところにより、
議定書第九条に規定する国際登録の名義人の変更（以下「国際登録の名義人の変更」という。）
の記録の請求を特許庁長官にすることができる。  
２  前項に規定する請求は、国際登録において指定された商品若しくは役務ごと又は国際登録
が効力を有する締約国ごとにすることができる。  
 
（商標登録出願に関する規定の準用）  
第六十八条の七  第七十七条第二項において準用する特許法第十七条第三項 （第三号に係る
部分に限る。）及び同法第十八条第一項 の規定は、国際登録出願、事後指定、国際登録の存続期
間の更新の申請及び国際登録の名義人の変更の記録の請求に準用する。  
 
（経済産業省令への委任）  
第六十八条の八  第六十八条の二から前条までに定めるもののほか、国際登録出願、事後指定、
国際登録の存続期間の更新の申請及び国際登録の名義人の変更の記録の請求に関し議定書及び
議定書に基づく規則を実施するため必要な事項の細目は、経済産業省令で定める。  
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第二節 国際商標登録出願に係る特例  
 
（領域指定による商標登録出願）  
第六十八条の九  日本国を指定する領域指定は、議定書第三条(4)に規定する国際登録の日（以
下「国際登録の日」という。）にされた商標登録出願とみなす。ただし、事後指定の場合は、議
定書第三条の三(2)の規定により国際登録に係る事後指定が議定書第二条(1)に規定する国際事
務局の登録簿（以下「国際登録簿」という。）に記録された日（以下「事後指定の日」という。）
にされた商標登録出願とみなす。  
２  日本国を指定する国際登録に係る国際登録簿における次の表の上欄に掲げる事項は、第五
条第一項の規定により提出した願書に記載された同表の下欄に掲げる事項とみなす。 

国際登録の名義人の氏名又は
名称及びその住所 

国際登録の対象である商標 国際登録において指定された
商品又は役務及び当該商品又
は役務の類 

商標登録出願人の氏名又は名
称及び住所又は居所 

商標登録を受けようとする商
標 

指定商品又は指定役務並びに
第六条第二項の政令で定める
商品及び役務の区分 

 
（国際商標登録出願の出願時の特例）  
第六十八条の十  前条第一項の規定により商標登録出願とみなされた領域指定（以下この章に
おいて「国際商標登録出願」という。）に係る登録商標（以下この条において「国際登録に基づ
く登録商標」という。）がその商標登録前の登録商標（国際登録に基づく登録商標を除く。以下
この条において「国内登録に基づく登録商標」という。）と同一であり、かつ、国際登録に基づ
く登録商標に係る指定商品又は指定役務が国内登録に基づく登録商標に係る指定商品又は指定
役務と重複している場合であつて、国際登録に基づく登録商標に係る商標権者と国内登録に基づ
く登録商標に係る商標権者が同一であるときは、国際商標登録出願はその重複している範囲につ
いては、国内登録に基づく登録商標に係る商標登録出願の日にされていたものとみなす。  
２  第六十八条の三十二第三項及び第四項の規定は、前項の国際商標登録出願に準用する。  
 
（出願時の特例）  
第六十八条の十一  国際商標登録出願についての第九条第二項の規定の適用については、同項
中「商標登録出願と同時」とあるのは、「国際商標登録出願の日から三十日以内」とする。  
 
（出願の分割の特例）  
第六十八条の十二  国際商標登録出願については、第十条の規定は、適用しない。  
 
（出願の変更の特例）  
第六十八条の十三  国際商標登録出願については、第十一条及び第六十五条の規定は、適用し
ない。  
 
（出願公開に係る商標公報の掲載事項の特例）  
第六十八条の十四  国際商標登録出願についての第十二条の二第二項の規定の適用について
は、同項第二号中「商標登録出願の番号及び年月日」とあるのは、「国際登録の番号及び国際登
録の日（事後指定に係る国際商標登録出願の場合は事後指定の日）」とする。  
 
（パリ条約等による優先権主張の手続の特例）  
第六十八条の十五  国際商標登録出願については、第十三条第一項において読み替えて準用す
る特許法第四十三条第一項 から第四項 までの規定は、適用しない。  
２  国際商標登録出願についての第十三条第一項において読み替えて準用する特許法第四十三
条の二第三項 において準用する同法第四十三条第一項 の規定の適用については、同項 中「特
許出願と同時」とあるのは、「国際商標登録出願の日から三十日以内」とする。  
 
（商標登録出願により生じた権利の特例）  
第六十八条の十六  国際商標登録出願についての第十三条第二項において準用する特許法第
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三十四条第四項 の規定の適用については、同項 中「相続その他の一般承継の場合を除き、特許
庁長官」とあるのは、「国際事務局」とする。  
２  国際商標登録出願については、第十三条第二項において準用する特許法第三十四条第五項 
から第七項 までの規定は、適用しない。  
 
（国際登録の名義人の変更に伴う国際商標登録出願の取扱い）  
第六十八条の十七  国際登録の名義人の変更により国際登録において指定された商品又は役
務の全部又は一部が分割して移転されたときは、国際商標登録出願は、変更後の名義人について
のそれぞれの商標登録出願になつたものとみなす。  
 
（補正後の商標についての新出願の特例）  
第六十八条の十八  国際商標登録出願については、第十七条の二第一項又は第五十五条の二第
三項（第六十条の二第二項において準用する場合を含む。）において準用する意匠法第十七条の
三 の規定は、適用しない。  
２  国際商標登録出願については、第十七条の二第二項において準用する意匠法第十七条の四 
の規定は、適用しない。  
 
（商標権の設定の登録の特例）  
第六十八条の十九  国際商標登録出願についての第十八条第二項の規定の適用については、同
項中「第四十条第一項の規定による登録料又は第四十一条の二第一項の規定により商標登録をす
べき旨の査定若しくは審決の謄本の送達があつた日から三十日以内に納付すべき登録料の納付
があつたときは」とあるのは、「第六十八条の三十第一項第二号に掲げる額の個別手数料の納付
があつたことを国際登録簿に記録した旨の通報が国際事務局からあつたときは」とする。  
２  国際商標登録出願についての第十八条第三項の規定の適用については、同項第二号中「商
標登録出願の番号及び年月日」とあるのは「国際登録の番号及び国際登録の日（事後指定に係る
国際商標登録出願の場合は事後指定の日）」と、同項第五号中「登録番号及び設定の登録の年月
日」とあるのは「国際登録の番号及び設定の登録の年月日」とする。  
 
（国際登録の消滅による効果）  
第六十八条の二十  国際商標登録出願は、その基礎とした国際登録が全部又は一部について消
滅したときは、その消滅した範囲で指定商品又は指定役務の全部又は一部について取り下げられ
たものとみなす。  
２  前条第一項の規定により読み替えて適用する第十八条第二項の規定により設定の登録を受
けた商標権（以下「国際登録に基づく商標権」という。）は、その基礎とした国際登録が全部又
は一部について消滅したときは、その消滅した範囲で指定商品又は指定役務の全部又は一部につ
いて消滅したものとみなす。  
３  前二項の効果は、国際登録簿から当該国際登録が消滅した日から生ずる。  
 
（国際登録に基づく商標権の存続期間）  
第六十八条の二十一  国際登録に基づく商標権の存続期間は、その国際登録の日（その商標権
の設定の登録前に国際登録の存続期間の更新がされているときは、直近の更新の日）から十年を
もつて終了する。  
２  国際登録に基づく商標権の存続期間は、国際登録の存続期間の更新により更新することが
できる。  
３  国際登録の存続期間の更新があつたときは、その国際登録に基づく商標権の存続期間は、
その満了の時に更新されるものとする。  
４  国際登録の存続期間の更新がなかつたときは、その国際登録に基づく商標権は、その存続
期間の満了の時にさかのぼつて消滅したものとみなす。  
 
（存続期間の更新登録の特例）  
第六十八条の二十二  国際登録に基づく商標権については、第十九条から第二十二条まで並び
に第二十三条第一項及び第二項の規定は、適用しない。  
２  国際登録に基づく商標権についての第二十三条第三項の規定の適用については、同項中「前
二項の登録」とあるのは「国際登録の存続期間の更新」と、同項第二号中「登録番号及び更新登
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録の年月日」とあるのは「国際登録の番号及び国際登録の存続期間の更新の日」とする。  
 
（商標権の分割の特例）  
第六十八条の二十三  国際登録に基づく商標権については、第二十四条の規定は、適用しない。  
 
（団体商標に係る商標権の移転の特例）  
第六十八条の二十四  国際登録に基づく団体商標に係る商標権は、第七条第三項に規定する書
面を提出する場合を除き、移転することができない。  
２  国際登録に基づく商標権については、第二十四条の三の規定は、適用しない。  
 
（商標権の放棄の特例）  
第六十八条の二十五  国際登録に基づく商標権者は、その商標権を放棄することができる。  
２  国際登録に基づく商標権については、第三十五条において準用する特許法第九十七条第一
項 の規定は、適用しない。  
 
（商標権の登録の効果の特例）  
第六十八条の二十六  国際登録に基づく商標権の移転、放棄による消滅又は処分の制限は、登
録しなければ、その効力を生じない。  
２  国際登録に基づく商標権については、第三十五条において読み替えて準用する特許法第九
十八条第一項第一号 及び第二項 の規定は、適用しない。  
 
（商標原簿への登録の特例）  
第六十八条の二十七  国際登録に基づく商標権についての第七十一条第一項第一号の規定の
適用については、同号中「商標権の設定、存続期間の更新、分割、移転、変更、消滅、回復又は
処分の制限」とあるのは、「商標権の設定又は処分の制限」とする。  
２  国際登録に基づく商標権の存続期間の更新、移転、変更又は消滅は、国際登録簿に登録さ
れたところによる。  
 
（手続の補正の特例）  
第六十八条の二十八  国際商標登録出願については、第十五条の二（第五十五条の二第一項（第
六十条の二第二項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）又は第十五条
の三（第五十五条の二第一項（第六十条の二第二項において準用する場合を含む。）において準
用する場合を含む。）の規定により指定された期間内に限り、願書に記載した指定商品又は指定
役務について補正をすることができる。  
２  国際商標登録出願については、第六十八条の四十の規定は、適用しない。  
 
（指定商品又は指定役務が二以上の商標権についての特則の特例）  
第六十八条の二十九  国際登録に基づく商標権についての第六十九条の規定の適用について
は、同条中「第二十条第四項、第三十三条第一項、第三十五条において準用する特許法第九十七
条第一項 若しくは第九十八条第一項第一号 」とあるのは「第三十三条第一項 、第六十八条の
二十五第一項若しくは第六十八条の二十六第一項」と、「第七十一条第一項第一号」とあるのは
「第六十八条の二十七第一項において読み替えて適用する第七十一条第一項第一号、第六十八条
の二十七第二項」とする。  
 
（国際登録に基づく商標権の個別手数料）  
第六十八条の三十  国際登録に基づく商標権の設定の登録を受けようとする者は、議定書第八
条（７）（ａ）に規定する個別の手数料（以下「個別手数料」という。）として、一件ごとに、次
に掲げる額を国際事務局に納付しなければならない。  
一  二千七百円に一の区分につき八千六百円を加えた額に相当する額  
二  三万七千六百円に区分の数を乗じて得た額に相当する額  
２  前項第一号に掲げる額の個別手数料は国際登録前に、第二号に掲げる額の個別手数料は経
済産業省令で定める期間内に、納付しなければならない。  
３  特許庁長官は、国際商標登録出願について商標登録をすべき旨の査定又は審決があつたと
きは、国際事務局に対し、当該出願に係る第一項第二号に掲げる額の個別手数料の納付期限を通
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知するものとする。  
４  国際商標登録出願は、第一項第二号に掲げる額の個別手数料の納付がないため、その基礎
とした国際登録が取り消されたときは、取り下げられたものとみなす。  
５  国際登録に基づく商標権の存続期間の更新をする者は、個別手数料として、一件ごとに、
四万八千五百円に区分の数を乗じて得た額に相当する額を国際事務局に納付しなければならな
い。  
６  国際商標登録出願及び国際登録に基づく商標権については、第四十条から第四十三条まで
及び第七十六条第二項（別表第一号に掲げる部分に限る。）の規定は、適用しない。  
 
（経済産業省令への委任）  
第六十八条の三十一  第六十八条の九から前条までに定めるもののほか、議定書及び議定書に
基づく規則を実施するため必要な事項の細目は、経済産業省令で定める。  
 
第三節 商標登録出願等の特例  
 
（国際登録の取消し後の商標登録出願の特例）  
第六十八条の三十二  議定書第六条(4)の規定により日本国を指定する国際登録の対象であつ
た商標について、当該国際登録において指定されていた商品又は役務の全部又は一部について当
該国際登録が取り消されたときは、当該国際登録の名義人であつた者は、当該商品又は役務の全
部又は一部について商標登録出願をすることができる。  
２  前項の規定による商標登録出願は、次の各号のいずれにも該当するときは、同項の国際登
録の国際登録の日（同項の国際登録が事後指定に係るものである場合は当該国際登録に係る事後
指定の日）にされたものとみなす。  
一  前項の商標登録出願が同項の国際登録が取り消された日から三月以内にされたものである
こと。  
二  商標登録を受けようとする商標が前項の国際登録の対象であつた商標と同一であること。  
三  前項の商標登録出願に係る指定商品又は指定役務が同項の国際登録において指定されてい
た商品又は役務の範囲に含まれていること。  
３  第一項の国際登録に係る国際商標登録出願についてパリ条約第四条の規定による優先権が
認められていたときは、同項の規定による商標登録出願に当該優先権が認められる。  
４  第一項の国際登録に係る国際商標登録出願について第九条の三又は第十三条第一項におい
て読み替えて準用する特許法第四十三条の二第二項 の規定による優先権が認められていたとき
も、前項と同様とする。  
５  第一項の規定による商標登録出願についての第十条第一項の規定の適用については、同項
中「商標登録出願の一部」とあるのは、「商標登録出願の一部（第六十八条の三十二第一項の国
際登録において指定されていた商品又は役務の範囲に含まれているものに限る。）」とする。  
 
（議定書の廃棄後の商標登録出願の特例）  
第六十八条の三十三  議定書第十五条(5)(b)の規定により、日本国を指定する国際登録の名義
人が議定書第二条(1)の規定に基づく国際出願をする資格を有する者でなくなつたときは、当該
国際登録の名義人であつた者は、当該国際登録において指定されていた商品又は役務について商
標登録出願をすることができる。  
２  前条第二項から第五項までの規定は、第一項の規定による商標登録出願に準用する。この
場合において、前条第二項第一号中「同項の国際登録が取り消された日から三月以内」とあるの
は、「議定書第十五条(3)の規定による廃棄の効力が生じた日から二年以内」と読み替えるものと
する。  
 
（拒絶理由の特例）  
第六十八条の三十四  第六十八条の三十二第一項又は前条第一項の規定による商標登録出願
についての第十五条の規定の適用については、同条中「次の各号のいずれかに該当するとき」と
あるのは、「次の各号のいずれかに該当するとき又は第六十八条の三十二第一項若しくは第六十
八条の三十三第一項の規定による商標登録出願が第六十八条の三十二第一項若しくは第六十八
条の三十三第一項若しくは第六十八条の三十二第二項各号（第六十八条の三十三第二項において
読み替えて準用する場合を含む。）に規定する要件を満たしていないとき」とする。  
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２  国際登録に係る商標権であつたものについての第六十八条の三十二第一項又は前条第一項
の規定による商標登録出願（第六十八条の三十七及び第六十八条の三十九において「旧国際登録
に係る商標権の再出願」という。）については、第十五条（第一号及び第二号に係る部分に限る。）
の規定は、適用しない。  
 
（商標権の設定の登録の特例）  
第六十八条の三十五  第六十八条の三十二第一項又は第六十八条の三十三第一項の規定によ
る商標登録出願については、当該出願に係る国際登録の国際登録の日（国際登録の存続期間の更
新がされているときは、直近の更新の日）から十年以内に商標登録をすべき旨の査定又は審決が
あつた場合であつて、当該出願に係る国際登録が議定書第六条（４）の規定により取り消された
日前又は議定書第十五条（３）の規定による廃棄の効力が生じた日前に第六十八条の三十第一項
第二号に掲げる額の個別手数料が国際事務局に納付されているときは、第十八条第二項の規定に
かかわらず、商標権の設定の登録をする。  
 
（存続期間の特例）  
第六十八条の三十六  前条に規定する商標権の存続期間は、当該出願に係る国際登録の国際登
録の日（当該国際登録の存続期間の更新がされているときは、直近の更新の日）から十年をもつ
て終了する。  
２  前項に規定する商標権の存続期間については、第十九条第一項の規定は、適用しない。  
 
（登録異議の申立ての特例）  
第六十八条の三十七  旧国際登録に係る商標権の再出願に係る商標登録についての第四十三
条の二の規定の適用については、同条中「、商標登録」とあるのは、「、商標登録（旧国際登録
に係る商標権の再出願に係る商標登録にあつては、もとの国際登録に係る商標登録について登録
異議の申立てがされることなくこの条に規定する期間を経過したものを除く。）」とする。  
 
（商標登録の無効の審判の特例）  
第六十八条の三十八  第六十八条の三十二第一項又は第六十八条の三十三第一項の規定によ
る商標登録出願に係る商標登録についての第四十六条第一項の審判については、同項中「次の各
号のいずれかに該当するとき」とあるのは、「次の各号のいずれかに該当するとき又は第六十八
条の三十二第一項若しくは第六十八条の三十三第一項若しくは第六十八条の三十二第二項各号
（第六十八条の三十三第二項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定に違反してされ
たとき」とする。  
 
第六十八条の三十九  旧国際登録に係る商標権の再出願に係る商標登録についての第四十七
条の規定の適用については、同条中「請求することができない。」とあるのは、「請求することが
できない。商標権の設定の登録の日から五年を経過する前であつても、旧国際登録に係る商標権
の再出願に係る商標登録については、もとの国際登録に係る商標登録について本条の規定により
第四十六条第一項の審判の請求ができなくなつているときも、同様とする。」とする。  
 
第八章 雑則  
 
（手続の補正）  
第六十八条の四十  商標登録出願、防護標章登録出願、請求その他商標登録又は防護標章登録
に関する手続をした者は、事件が審査、登録異議の申立てについての審理、審判又は再審に係属
している場合に限り、その補正をすることができる。  
２  商標登録出願をした者は、前項の規定にかかわらず、第四十条第一項又は第四十一条の二
第一項の規定による登録料の納付と同時に、商標登録出願に係る区分の数を減ずる補正をするこ
とができる。  
 
（指定商品又は指定役務が二以上の商標権についての特則）  
第六十九条  指定商品又は指定役務が二以上の商標登録又は商標権についての第十三条の二第
四項（第六十八条第一項において準用する場合を含む。）、第二十条第四項、第三十三条第一項、
第三十五条において準用する特許法第九十七条第一項 若しくは第九十八条第一項第一号 、第四
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十三条の三第三項、第四十六条第二項、第四十六条の二、第五十四条、第五十六条第一項におい
て若しくは第六十一条において準用する同法第百七十四条第二項 においてそれぞれ準用する同
法第百三十二条第一項 、第五十九条、第六十条、第七十一条第一項第一号又は第七十五条第二
項第四号の規定の適用については、指定商品又は指定役務ごとに商標登録がされ、又は商標権が
あるものとみなす。  
 
（登録商標に類似する商標等についての特則）  
第七十条  第二十五条、第二十九条、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三十一条の二第
一項、第三十四条第一項、第三十八条第三項、第五十条、第五十二条の二第一項、第五十九条第
一号、第六十四条、第七十三条又は第七十四条における「登録商標」には、その登録商標に類似
する商標であつて、色彩を登録商標と同一にするものとすれば登録商標と同一の商標であると認
められるものを含むものとする。  
２  第四条第一項第十二号又は第六十七条における「登録防護標章」には、その登録防護標章
に類似する標章であつて、色彩を登録防護標章と同一にするものとすれば登録防護標章と同一の
標章であると認められるものを含むものとする。  
３  第三十七条第一号又は第五十一条第一項における「登録商標に類似する商標」には、その
登録商標に類似する商標であつて、色彩を登録商標と同一にするものとすれば登録商標と同一の
商標であると認められるものを含まないものとする。  
 
（商標原簿への登録）  
第七十一条  次に掲げる事項は、特許庁に備える商標原簿に登録する。  
一  商標権の設定、存続期間の更新、分割、移転、変更、消滅、回復又は処分の制限  
二  防護標章登録に基づく権利の設定、存続期間の更新、移転又は消滅  
三  専用使用権又は通常使用権の設定、保存、移転、変更、消滅又は処分の制限  
四  商標権、専用使用権又は通常使用権を目的とする質権の設定、移転、変更、消滅又は処分
の制限  
２  商標原簿は、その全部又は一部を磁気テープ（これに準ずる方法により一定の事項を確実
に記録して置くことができる物を含む。以下同じ。）をもつて調製することができる。  
３  この法律に規定するもののほか、登録に関して必要な事項は、政令で定める。  
 
（商標登録証等の交付）  
第七十一条の二  特許庁長官は、商標権の設定の登録があつたとき、又は防護標章登録に基づ
く権利の設定の登録があつたときは、商標権者に対し、商標登録証又は防護標章登録証を交付す
る。  
２  商標登録証又は防護標章登録証の再交付については、経済産業省令で定める。  
 
（証明等の請求）  
第七十二条  何人も、特許庁長官に対し、商標登録又は防護標章登録に関し、証明、書類の謄
本若しくは抄本の交付、書類の閲覧若しくは謄写又は商標原簿のうち磁気テープをもつて調製し
た部分に記録されている事項を記載した書類の交付を請求することができる。ただし、次に掲げ
る書類については、特許庁長官が秘密を保持する必要があると認めるときは、この限りでない。  
一  第四十六条第一項（第六十八条第四項において準用する場合を含む。）、第五十条第一項、
第五十一条第一項、第五十二条の二第一項、第五十三条第一項若しくは第五十三条の二（第六十
八条第四項において準用する場合を含む。）の審判又はこれらの審判の確定審決に対する再審に
係る書類であつて、当事者又は参加人から当該当事者又は参加人の保有する営業秘密（不正競争
防止法 （平成五年法律第四十七号）第二条第六項 に規定する営業秘密をいう。）が記載された
旨の申出があつたもの  
二  個人の名誉又は生活の平穏を害するおそれがあるもの  
三  公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるもの  
２  特許庁長官は、前項第一号又は第二号に掲げる書類について、同項本文の請求を認めると
きは、当該書類を提出した者に対し、その旨及びその理由を通知しなければならない。  
３  商標登録又は防護標章登録に関する書類及び商標原簿のうち磁気テープをもつて調製した
部分については、行政機関の保有する情報の公開に関する法律 （平成十一年法律第四十二号）
の規定は、適用しない。  
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４  商標登録又は防護標章登録に関する書類及び商標原簿のうち磁気テープをもつて調製した
部分に記録されている保有個人情報（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 （平成
十五年法律第五十八号）第二条第三項 に規定する保有個人情報をいう。）については、同法第四
章 の規定は、適用しない。  
 
（商標登録表示）  
第七十三条  商標権者、専用使用権者又は通常使用権者は、経済産業省令で定めるところによ
り、指定商品若しくは指定商品の包装若しくは指定役務の提供の用に供する物に登録商標を付す
るとき、又は指定役務の提供に当たりその提供を受ける者の当該指定役務の提供に係る物に登録
商標を付するときは、その商標にその商標が登録商標である旨の表示（以下「商標登録表示」と
いう。）を付するように努めなければならない。  
 
（虚偽表示の禁止）  
第七十四条  何人も、次に掲げる行為をしてはならない。  
一  登録商標以外の商標の使用をする場合において、その商標に商標登録表示又はこれと紛ら
わしい表示を付する行為  
二  指定商品又は指定役務以外の商品又は役務について登録商標の使用をする場合において、
その商標に商標登録表示又はこれと紛らわしい表示を付する行為  
三  商品若しくはその商品の包装に登録商標以外の商標を付したもの、指定商品以外の商品若
しくはその商品の包装に商品に係る登録商標を付したもの又は商品若しくはその商品の包装に
役務に係る登録商標を付したものであつて、その商標に商標登録表示又はこれと紛らわしい表示
を付したものを譲渡又は引渡しのために所持する行為  
四  役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に登録商標以外の商標を付した
もの、指定役務以外の役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に役務に係る登
録商標を付したもの又は役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に商品に係
る登録商標を付したものであつて、その商標に商標登録表示又はこれと紛らわしい表示を付した
もの（次号において「役務に係る虚偽商標登録表示物」という。）を、これを用いて当該役務を
提供するために所持し、又は輸入する行為  
五  役務に係る虚偽商標登録表示物を、これを用いて当該役務を提供させるために譲渡し、引
き渡し、又は譲渡若しくは引渡しのために所持し、若しくは輸入する行為  
 
（商標公報）  
第七十五条  特許庁は、商標公報を発行する。  
２  商標公報には、この法律に規定するもののほか、次に掲げる事項を掲載しなければならな
い。  
一  出願公開後における拒絶をすべき旨の査定又は商標登録出願若しくは防護標章登録出願の
放棄、取下げ若しくは却下  
二  出願公開後における商標登録出願により生じた権利の承継  
三  出願公開後における願書に記載した指定商品若しくは指定役務又は商標登録を受けようと
する商標若しくは防護標章登録を受けようとする標章についてした補正  
四  商標権の消滅（存続期間の満了によるもの及び第四十一条の二第四項の規定によるものを
除く。）  
五  登録異議の申立て若しくは審判若しくは再審の請求又はこれらの取下げ  
六  登録異議の申立てについての確定した決定、審判の確定審決又は再審の確定した決定若し
くは確定審決  
七  第六十三条第一項の訴えについての確定判決  
 
（手数料）  
第七十六条  次に掲げる者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければなら
ない。  
一  第十三条第二項において準用する特許法第三十四条第四項 の規定により承継の届出をす
る者  
二  第十七条の二第二項（第六十八条第二項において準用する場合を含む。）において準用する
意匠法第十七条の四 、第四十一条第二項（第四十一条の二第六項において準用する場合を含む。）、
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第四十三条の四第三項（第六十八条第四項において準用する場合を含む。）、第六十五条の八第三
項若しくは次条第一項において準用する特許法第四条 若しくは第五条第一項 の規定による期
間の延長又は次条第一項において準用する同法第五条第二項 の規定による期日の変更を請求す
る者  
三  第六十八条の二の規定により特許庁長官に国際登録出願をする者  
四  第六十八条の四の規定により特許庁長官に事後指定をする者  
五  第六十八条の五の規定により特許庁長官に国際登録の存続期間の更新の申請をする者  
六  第六十八条の六の規定により特許庁長官に国際登録の名義人の変更の記録の請求をする者  
七  商標登録証又は防護標章登録証の再交付を請求する者  
八  第七十二条第一項の規定により証明を請求する者  
九  第七十二条第一項の規定により書類の謄本又は抄本の交付を請求する者  
十  第七十二条第一項の規定により書類の閲覧又は謄写を請求する者  
十一  第七十二条第一項の規定により商標原簿のうち磁気テープをもつて調製した部分に記録
されている事項を記載した書類の交付を請求する者  
２  別表の中欄に掲げる者は、それぞれ同表の下欄に掲げる金額の範囲内において政令で定め
る額の手数料を納付しなければならない。  
３  前二項の規定は、これらの規定により手数料を納付すべき者が国であるときは、適用しな
い。  
４  商標権、商標登録出願により生じた権利又は防護標章登録に基づく権利が国と国以外の者
との共有に係る場合であつて持分の定めがあるときは、国と国以外の者が自己の商標権、商標登
録出願により生じた権利又は防護標章登録に基づく権利について第一項又は第二項の規定によ
り納付すべき手数料（政令で定めるものに限る。）は、これらの規定にかかわらず、これらに規
定する手数料の金額に国以外の者の持分の割合を乗じて得た額とし、国以外の者がその額を納付
しなければならない。  
５  前項の規定により算定した手数料の金額に十円未満の端数があるときは、その端数は、切
り捨てる。  
６  第一項又は第二項の手数料の納付は、経済産業省令で定めるところにより、特許印紙をも
つてしなければならない。ただし、経済産業省令で定める場合には、経済産業省令で定めるとこ
ろにより、現金をもつて納めることができる。  
７  過誤納の手数料は、納付した者の請求により返還する。  
８  前項の規定による手数料の返還は、納付した日から一年を経過した後は、請求することが
できない。  
 
（特許法の準用）  
第七十七条  特許法第三条 から第五条 まで（期間及び期日）の規定は、この法律に規定する
期間及び期日に準用する。この場合において、同法第四条中「第百二十一条第一項」とあるのは、
「商標法第四十四条第一項若しくは第四十五条第一項」と読み替えるものとする。  
２  特許法第六条 から第九条 まで、第十一条から第十六条まで、第十七条第三項及び第四項、
第十八条から第二十四条まで並びに第百九十四条（手続）の規定は、商標登録出願、防護標章登
録出願、請求その他商標登録又は防護標章登録に関する手続に準用する。この場合において、同
法第六条第一項第一号 中「出願審査の請求」とあるのは「登録異議の申立て」と、同法第七条
第四項 中「相手方が請求した審判又は再審」とあるのは「その商標権若しくは防護標章登録に
基づく権利に係る登録異議の申立て又は相手方が請求した審判若しくは再審」と、同法第九条 中
「拒絶査定不服審判」とあるのは「商標法第四十四条第一項若しくは第四十五条第一項の審判」
と、同法第十四条中「拒絶査定不服審判」とあるのは「商標法第四十四条第一項又は第四十五条
第一項の審判」と、同法第十七条第三項中「二 手続がこの法律又はこの法律に基づく命令で定
める方式に違反しているとき。」とあるのは「二 手続がこの法律又はこの法律に基づく命令で
定める方式に違反しているとき。 二の二 手続について商標法第四十条第二項の規定による登
録料又は同法第四十一条の二第二項の規定により更新登録の申請と同時に納付すべき登録料（商
標法第四十三条第一項又は第二項の規定により納付すべき割増登録料を含む。）を納付しないと
き。」と、同法第十八条の二第一項中「できないもの」とあるのは「できないもの（商標法第五
条の二第一項各号（同法第六十八条第一項において準用する場合を含む。）に該当するものを除
く。）」と、同法第二十三条第一項及び第二十四条中「審判」とあるのは「登録異議の申立てにつ
いての審理及び決定、審判」と、同法第百九十四条第一項中「審判」とあるのは「登録異議の申
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立て、審判」と読み替えるものとする。  
３  特許法第二十五条 （外国人の権利の享有）の規定は、商標権その他商標登録に関する権利
に準用する。  
４  特許法第二十六条 （条約の効力）の規定は、商標登録及び防護標章登録に準用する。  
５  特許法第百八十九条 から第百九十二条 まで（送達）の規定は、この法律の規定による送
達に準用する。  
６  特許法第百九十五条の三 の規定は、この法律又はこの法律に基づく命令の規定による処分
に準用する。  
７  特許法第百九十五条の四 （行政不服審査法 による不服申立ての制限）の規定は、この法
律の規定による査定、補正の却下の決定、取消決定又は審決及び登録異議申立書又は審判若しく
は再審の請求書の却下の決定並びにこの法律の規定により不服を申し立てることができないこ
ととされている処分に準用する。  
 
（経過措置）  
第七十七条の二  この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その
命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰
則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。  
 
第九章 罰則  
 
（侵害の罪）  
第七十八条  商標権又は専用使用権を侵害した者（第三十七条又は第六十七条の規定により商
標権又は専用使用権を侵害する行為とみなされる行為を行つた者を除く。）は、十年以下の懲役
若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  
 
第七十八条の二  第三十七条又は第六十七条の規定により商標権又は専用使用権を侵害する
行為とみなされる行為を行つた者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又は
これを併科する。  
 
（詐欺の行為の罪）  
第七十九条  詐欺の行為により商標登録、防護標章登録、商標権若しくは防護標章登録に基づ
く権利の存続期間の更新登録、登録異議の申立てについての決定又は審決を受けた者は、三年以
下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。  
 
（虚偽表示の罪）  
第八十条  第七十四条の規定に違反した者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処す
る。  
 
（偽証等の罪）  
第八十一条  この法律の規定により宣誓した証人、鑑定人又は通訳人が特許庁又はその嘱託を
受けた裁判所に対し虚偽の陳述、鑑定又は通訳をしたときは、三月以上十年以下の懲役に処する。  
２  前項の罪を犯した者が事件の判定の謄本が送達され、又は登録異議の申立てについての決
定若しくは審決が確定する前に自白したときは、その刑を減軽し、又は免除することができる。  
 
（秘密保持命令違反の罪）  
第八十一条の二  第三十九条において準用する特許法第百五条の四第一項 の規定（第十三条
の二第五項において準用する場合を含む。）による命令に違反した者は、五年以下の懲役若しく
は五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  
２  前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。  
３  第一項の罪は、日本国外において同項の罪を犯した者にも適用する。  
 
（両罰規定）  
第八十二条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人
又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ
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の法人に対して当該各号で定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。  
一  第七十八条、第七十八条の二又は前条第一項 三億円以下の罰金刑  
二  第七十九条又は第八十条 一億円以下の罰金刑  
２  前項の場合において、当該行為者に対してした前条第二項の告訴は、その法人又は人に対
しても効力を生じ、その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生ずるも
のとする。  
３  第一項の規定により第七十八条、第七十八条の二又は前条第一項の違反行為につき法人又
は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、これらの規定の罪についての時効の期間によ
る。  
 
（過料）  
第八十三条  第二十八条第三項（第六十八条第三項において準用する場合を含む。）において準
用する特許法第七十一条第三項 において、第四十三条の八（第六十条の二第一項及び第六十八
条第四項において準用する場合を含む。）若しくは第五十六条第一項（第六十八条第四項におい
て準用する場合を含む。）において、第六十一条（第六十八条第五項において準用する場合を含
む。）において準用する同法第百七十四条第二項 において、第六十二条第一項（第六十八条第五
項において準用する場合を含む。）において準用する意匠法第五十八条第二項 において、又は第
六十二条第二項（第六十八条第五項において準用する場合を含む。）において準用する同法第五
十八条第三項 において、それぞれ準用する特許法第百五十一条 において準用する民事訴訟法第
二百七条第一項 の規定により宣誓した者が特許庁又はその嘱託を受けた裁判所に対し虚偽の陳
述をしたときは、十万円以下の過料に処する。  
 
第八十四条  この法律の規定により特許庁又はその嘱託を受けた裁判所から呼出しを受けた者
が正当な理由がないのに出頭せず、又は宣誓、陳述、証言、鑑定若しくは通訳を拒んだときは、
十万円以下の過料に処する。  
 
第八十五条  証拠調又は証拠保全に関し、この法律の規定により特許庁又はその嘱託を受けた
裁判所から書類その他の物件の提出又は提示を命じられた者が正当な理由がないのにその命令
に従わなかつたときは、十万円以下の過料に処する。 
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